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（３）決算審査意見

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 ・・・ 該当なし

３ 組織及び業務調べ

経済通商総室 経営支援室

室（担当）名

・中小企業等協同組合、商工組合に関すること
・商工団体に関すること
・中小企業の指導、診断に関すること
・商工業金融に関すること
・貸金業に関すること
・商業施策の企画、商業振興に関すること
・中心市街地活性化に関すること

通商物流室
・物流施策に関すること
・貿易振興、国際経済交流に関すること
・環日本海航路就航に関すること

企画調査室
・景気動向、経済対策に関すること
・キャビネットの企画、運営に関すること
・鳥取県経済成長戦略に関すること

１ 前年度指摘事項等に対する措置等

課 の 主 な 所 掌 事 務課 名

決算審査意見 処理状況等
２ 特別会計 既往延滞債権については、今後の債権管理回収方針策定の基礎資料と

するため、平成１９～２０年度に中小企業基盤整備機構の事業を活用して
サービサーによる債務者及び連帯保証人等の状況調査を実施し、その結
果、保証人からの連絡、小額ながらも弁済の再開などの効果があったとこ
ろ。
また、平成２１年１月事業廃止した新規延滞債権については、２１年１０月
に抵当権実行（競売申立）するなど、早期回収に努めているところ。
今後、財源確保推進課で整備予定の全庁統一的な外部委託・法的手段
移行の基準及び債権放棄基準を勘案しながら、サービサー調査結果等を
参考に、債務者及び連帯保証人等の性質・内容に応じた具体的な回収方
針・基準の整備を検討したい。

ア 収入未済額の縮減について
平成２０年度の特別会計の収入未
済額は、１５の特別会計のうち８特別
会計の合計で８億２，２３１万円となっ
ており、前年度に比べ１億６，１９１万
円増加している。
その主な内訳は、中小企業近代化
資金助成事業特別会計の貸付金元
利収入６億１，１６８万円、母子寡婦
福祉資金貸付事業特別会計の貸付
金元利収入８，２２３万円である。
ついては、各部局においては、一般
会計と同様に、公平かつ効果的に債
権回収事務が執行できるよう、債権
の具体的な性質や内容に応じて基準
を整備し、収入未済額の縮減に一層
努められたい。



４ 職員の定員、現員調べ

＜経済通商総室＞

22.4.1
現在
21.4.1
現在
22.4.1
現在
21.4.1
現在
22.4.1
現在
21.4.1
現在
22.4.1
現在
21.4.1
現在

27 25 0 0 0 0 27 25 総室長含む

28 26 1 1 0 0 29 27

1 1 1 1 0 0 2 2
定数外２名（広島県及び山陰合同銀行より１
名ずつ派遣）

0 0 0 0 0 0 0 0

2 2 0 0 0 0 2 2
建設業新分野進出アドバイザー１、事務補
助１

５ 役付職員の調べ

＜経済通商総室＞

（平成２２年８月１日現在）

年 月

4 旧経済・雇用政策総室等を含め２年８月

主 幹 岩下 久展 0 4

主 幹 小林 一義 1

主 幹 加藤 賢二郎 0 4

1松尾 聡

0 4

1 4

4

4

主 幹

主 幹

主 幹 山本 晃裕

主 幹 小林 福実

松尾 昌和主 幹

種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員 計

備 考

旧経済・雇用政策総室を含め２年４月

在職期間
備 考

4 旧経済・雇用政策総室を含め２年４月

1 4 旧経済・雇用政策総室を含め２年４月

旧経済・雇用政策総室を含め２年４月

企画調査室長

経営支援室長 網濱 基

新 貞二

旧経済・雇用政策総室を含め２年４月1

通商物流室長

1

非常勤職員

職 名

1

現 員

過不足(△)

臨 時 職 員

吉川 寿明

経済通商総室長

吉田 道生

0 4

41

前田 修

4

定 員

氏 名



ウ 成果

６ 主な事業に関する調べ

事業名 概 要

ア 目的及び事業の実施状況

○シンクタンクへの分析業務等の委託

エ 課 題

○鳥取県の基幹産業である｢電気機械関連産業｣と｢食品関連産業｣について、一部の成
長分野しか設定していないため、２２年も引き続き経済成長戦略会議を開催し、基幹産業
の構造転換を戦略的に推進する。
○取組内容が具体化されていない戦略的推進分野については、具体的な検討を行い、
予算化する必要がある。

○２０２０年（１０年後）の世界・日本経済社会構造を見据え、本県の強み等を考慮した８
つの戦略的推進分野とそれを下支えする３つの産業基盤高度化分野を設定した経済成
長戦略を策定した。
○戦略的推進分野の各分野にＧＤＰ目標と新規雇用創出人数目標を設定した。
○各分野に施策の方向性と具体的な取組事項を盛り込み予算化した。
○戦略を推進するため、総事業費約３４億円を予算計上し、約１００のプロジェクトを体系
的に構築した。

イ 平成21年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

新規事業のため、特になし

①域外マネー獲得分野（環境・エネルギー、バイオ、機能性食品、次世代デバイス、ICTな
ど）
②県民生活向上分野（まちなかビジネス、医療・介護など）
③産業基盤高度化分野（物流高度化、航路利活用、産業インフラ構築など）

戦略的に推進すべき産業分野の決定や戦略策定には、経済分析、全国の産業施策に
関する情報等について専門的知識を有する者の能力が必要なため、シンクタンクに分析
業務等を委託した。

○鳥取県経済成長戦略会議の開催

鳥取県経済成長戦略の策定にあたり、産業界の実情を反映しながら中長期的で、効果
的かつ実効性のある施策を検討するため本戦略会議を開催した。
（第１回会議）戦略会議委員を中心として、県内企業経営者を招致してパネルディスカッ
ション等を開催した。（８月７日開催）
（第２回会議）戦略の素案について、県経済の成長分野や可能性について議論した。（１
１月１６日開催）
（第３回会議）第２回会議での議論やパブリックコメント、各団体からの意見を踏まえた
最終案を議論した。（１月２９日開催）
（委員リスト）・八村委員（鳥取商工会議所連合会会長）

・池渕委員（トヨタ自動車㈱顧問・技監）
・根津委員（㈱富士通総研取締役エグゼクティブ・フェロー）
・藤原委員（㈱ナノオプトニクス・エナジー代表取締役社長）
・小梅川委員（㈱バイオフロンティアパートナーズ技術顧問）
・後藤委員（社団法人鳥取県情報産業協会会長）
・吉長委員（広島国際大学医療福祉学部教授）
・山﨑委員（都市創造研究所所長）
・濱田委員（㈱めぐみ代表取締役）
・平井委員（鳥取県知事）

鳥取県版｢経済成長戦
略｣策定事業

決算額
15,235千円
（財源内訳）
一般財源 15,235千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（２）高付加価値で打って
出る産業

○戦略の素案を提示するため次の３つのWGを設置し具体的戦略を構築

（ア）目的

県内外の各産業分野の有識者による鳥取県経済成長戦略会議を設置し、戦略的に推進
する産業分野を検討するほか、産業振興施策の構築を図ることが目的である。

（イ）事業の実施状況

人口減少下においても安定かつ持続可能な経済成長を実現するために必要な中長期的
な経済成長戦略を策定した。



建設事業者は営業や販売戦略策定の経験が乏しく、財務面での計数管理が徹底できてい
ないケースが多い。販路開拓や計画的な資金調達を含めた綿密な事業計画作成・進捗管
理を事業期間を通じて指導していく必要がある。

ウ 成果

エ 課 題

【主な新分野進出事例】
・自然薯の栽培、販売（H20年度事業）
・もさえび、ほたるいか煎餅の製造販売（H20年度事業）
・海産物の販売、レストランの経営（H20～21年度事業）
・学習塾の経営（H20～21年度事業）
・ペット葬祭業（H20年度事業）

ア 目的及び事業の実施状況
建設業新分野進出支援
事業

決算額
31,956千円

財源内訳
一般財源
31,956千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（２）高付加価値で打って
出る産業

イ 平成21年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

（ア）目的
公共事業費が減少する中で、県内建設事業者等が多角化経営を目指して行う新分野進出
の取組に対し、啓発・普及から事業化まで一貫した支援を行う。

（イ）事業の実施状況
建設事業者が行う新分野進出の取組を支援するため、以下の内容を実施した。
・県内４ヶ所に建設業新分野進出アドバイザーを配置し、相談に対応した。
○アドバイザー相談等実績（経営相談窓口相談員業務と兼務）
≪東部地区≫・・・訪問件数 291件
≪中部地区≫・・・訪問件数 356件
≪西部地区≫・・・訪問件数 243件
≪日野地区≫・・・訪問件数 359件

・新分野進出に係る試行的な調査・研究、新分野事業のマーケティング戦略策定や
商品の企画・開発、販路開拓手段の整備及び人材育成に対する助成を行った。
○新分野進出事業補助金＜平成21年度採択分＞
≪進出検討型事業≫・・・交付件数 6件、交付済額 2,697,829円
≪企画開発型事業≫・・・交付件数 1件、交付済額 1,999,788円
≪事業化支援型事業≫・・・交付件数 6件、交付済額 3,281,470円

○補助対象経費の機械装置･備品等の購入経費の上限額を設定した。
（対象事業：進出検討型事業「試行･可能性検討事業」、企画開発型事業「商品開発･評
価事業」）
機械装置・備品の取得については、取得価格が３０万円未満のものとした。
○減価償却費を補助対象経費に追加した。
（対象事業：進出検討型事業「試行･可能性検討事業」、企画開発型事業「商品開発･評
価事業」）
取得価格が３０万円以上の機械装置･備品等を購入した場合、補助事業実施期間に発生
する減価償却費相当分を補助対象経費とする。
○補助対象事業者の要件を変更した。
補助対象事業者を「県内に主たる事業所を有する事業者」から「県内に所在する事業者」
に変更した。

事業名 概 要

計 訪問 電話･来訪
平成19年度 1,191 1,098 93
平成20年度 1,422 1,256 166
平成21年度 1,327 1,249 78

合 計
年 度



地区 WG 新規 拡充 継続 計

WG1 2 2 9 13

WG2 3 6 13 22

中部 WG 1 6 10 17

WG1 5 8 5 18

WG2 4 5 5 14

15 27 42 84

事業名 概 要

ア 目的及び事業の実施状況

「鳥取県経済・雇用振興
キャビネット」運営事業

決算額
2,120千円
（財源内訳）
一般財源 2,120千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（２）高付加価値で打って
出る産業

（ア）目的

県内各地域の経済産業界が抱える問題について、東・中・西の圏域に現場の第一線で
活躍されている企業の方々と業界横断で意見交換を行う体制（キャビネット）を設置し、現
場の企業のニーズに即した具体的な経済・産業振興策を一緒に企画立案することを目的
とする。

（イ）事業の実施状況

東中西に計5つのWGを設け、それぞれ2～3回開催した。

○東部テーマ：鳥取自動車道開通を視野に入れた打って出る因幡の産業

・WG１：「打って出る因幡の製造業」に向けた人材育成の方策（委員7名）
・WG２：商圏拡大方策、交流活発化等の方策（委員7名）

○中部テーマ：農商工連携 豊富な農林水産資源を活用した産業振興

・WG：中部の農を活性化させる農商工観連携の方策（委員11名）

○西部テーマ：環日本海時代 対岸諸国との交流に向けた産業振興

・WG１：対岸諸国からの受注を呼び込むための企業間連携・異業種連携を進める方策
（委員7名）
・WG２：対岸諸国からの観光客に対して魅力的な国際観光を進める方策（委員7名）

イ 平成21年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

テーマに関連した議論を深めるため、委員からの要望も踏まえ、H20年度とほぼ同様の
テーマ、委員によるWGで検討を行った。

ウ 成果

平成21年度に84事業（新規15事業、拡充27事業、継続42事業）が施策化された。

【施策化の状況】

計

東部

・高校生等を対象としたインターンシップ
の実施
・教員の地元企業見学、企業研修 等

・まちなか時間消費型サービスモデル事
業に対する助成
・コミュニティビジネスを推進するための
仕組づくり、調査 等

・グリーンツーリズムに要する経費の助
成
・農商工こらぼ研究会など農商工連携
の取組を推進 等

西部

・韓国江原道企業との交流
・大量の貨物を境港を利用して輸送する
荷主に対する助成 等

・外国人観光客を誘客するインバウンド
活動に対する助成
・江原道と連携して両地域を巡る観光モ
デルコースの開発 等

○現在は、キャビネット委員の意見を施策に反映させることにとどまっているが、施策の
効果という観点から、効果検証やフォローアップなどを行う必要がある。また、施策の量で
はなく、質（効果が大きい）に結びつくようにキャビネットの運営を行う必要がある。

計

【主な新規事業】
○地域を担う人財育成事業（学校と企業の共同研究、地元企業での教員研修）
○まちなかスローライフ商業活性化事業（セミナーの開催、モデル事業支援）
○グリーンツーリズム普及促進事業（グリーンツーリズムに要する経費を助成）
○境港大量貨物誘致促進支援事業（境港を利用して大量の貨物を輸送する荷主に対す
る助成等）
○国境を越えた広域観光推進事業（江原道と連携した観光モデルコースの開発等）

エ 課 題



事業名

（ア）目的

・ ・
・ ・
・

（イ）事業の実施状況
①普及啓発セミナーの開催

②モデル事業の募集・認定

③モデル事業に対する重点支援（補助）

概 要

まちなかビジネス創
出支援事業

決算額
6,599千円

（財源内訳）
一般財源
6,599千円

○将来ビジョン
Ⅱつなげる
（６）魅力があふれ、
人が集うにぎわいま
ちづくり

ア 目的及び事業の実施状況

民間のビジネスインキュベータ（創業支援機関）、創業支援人材（店舗プロデュース等を実
施）、行政の連携による中心市街地での「まちなかビジネス創出」スキームを構築して、モデル
事業を通じた成功事例づくりと県内への普及を目指す。
〔背景〕 ※とっとりビジネスサポーター（県内外の第一線で活躍する経営者等により構成）から
の意見。
・中心市街地の商業活性化のためには、集客の核となる魅力ある店舗づくりが必要である。
・創業（第二創業）を実効性あるものにするためには、空き店舗の流動化や店舗プロデュー
ス支援など、持続的な創業支援スキームづくりが必要である。

〔従来の創業支援施策との比較〕
まちなかビジネス創出支援事業 従来の創業支援施策（チャレンジショップ）

中長期的成功を見込んだ創業者支援 実験的創業を短期間支援
事業継続に最適な立地選定 立地環境にこだわらない空き店舗活用
一貫したコンセプトによる各店舗のプロ
デュース支援

県内２カ所で普及啓発セミナーを開催し、ビジネスインキュベータ（民間創業支援機関）を中
核とした新たな創業支援の施策スキームを紹介した。（計６１人が参加）

まちなかでの創業支援の取組を行おうとする民間事業者等から「まちなかビジネス創出プラ
ン」を募集し、モデル事業４件を認定した。（事業期間は最長３年間）
※プランの募集要件（以下の３点を実施）
・まちなかの空き店舗を活用したインキュベーション事業
・創業希望者の掘り起こし
・創業支援人材による支援

・事業実施にかかる人材雇用や空き店舗改修費等
・創業支援人材が行う店舗プロデュース、経営アドバイス等の経費
・事業実施、創業に必要な経費の借入利子 等

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 （平成２１年度新規事業）

エ 課題
モデル事業を通じた成功事例づくりと県内への普及のため、
①モデル事業のフォローアップを行い、施策スキームの有効性などの把握・検証
②施策効果などを踏まえ、市町村との将来的な役割分担等につき、密接な連携、意見交換
が必要である。

なし。

ウ 成果
①従来のチャレンジショップ事業とは異なり、プロデュース支援機能を持った民主導による創
業支援の取組が始まった。
・モデル事業認定件数 ４件 ・ 創業支援件数（平成２１年度末現在） ４件
②地域商店街での新たな創業支援の取り組みとしてマスコミに取り上げられ、結果的に地域
商店街の知名度アップにも寄与した。

【事業スキーム】



事業名

県と商工会議所、商工会連合会など関係機関との間で、県内中小企業の状況につき情報
交換や経営支援への注力を申合せるとともに、地域の特性に応じ、商工会議所等では、受注
減企業等への金融・労働相談、商工会連合会（商工会）では小規模事業者への踏み込んだ
経営改善支援に加えて、地域の底上げを図るための地域資源活用の取組等を重点支援し
た。

概 要

鳥取県小規模事業
者等経営支援交付
金

決算額
847,544千円

（財源内訳）
一般財源
847,544千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（２）高付加価値で
打って出る産業

ア 目的及び事業の実施状況
（ア）目的
県内経済を下支えし、雇用の受け皿である小規模事業者の経営改善や自立化を支援する
ことを目的とする。
（イ）事業の実施状況
商工会議所及び商工会（商工会連合会）が行う経営改善普及事業に要する経費を助成した。
《主な経営改善普及事業》
・経営一般・金融・税務・労働等の相談事業
・創業・経営革新支援事業

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果
（１）増加する金融・労働相談への対応強化
世界同時不況の影響により県内企業の経営環境の厳しさが続く中、前年度から引き続き
増加している資金繰りに関する相談に対し、経営改善計画の策定等を通じて、きめ細かく
対応した。
また、年度前半において、製造業等の受注状況が改善しない中、雇用調整助成金関連
の相談対応も積極的に行なった。
・金融相談 平成２０年度１２，６７５件 → 平成２１年度１３，６９１件 （前年比８％増）
・労働相談 平成１９年度６，８３３件→平成２０年度８，６２２件
→平成２１年度８，０３８件

（２）経営革新計画の策定支援
県内企業が生き残りをかけて取り組む新たな事業（新商品開発等）の実現のために、ビ
ジネスプラン（経営革新計画）策定を積極的に支援した。
・経営革新計画策定支援件数 ６２件（変更承認５件含む）
※平成２０年度４４件（変更承認１件含む）

（３）地域の実情を踏まえた支援の実施
商工会（商工会連合会）においては、国の施策も活用しながら、県外でのテストマーケ
ティングなど地域資源を活用した特産品開発や観光開発など地域全体の底上げに繋がる
商品企画や販路開拓に向けた戦略的取組を積極的に支援した。
商工会議所においては、計画的な巡回訪問や広報誌等の直接配布などを通して、管内
企業の現状や経営課題等の把握に重点的に取り組むとともに、解決に向けた取組を支援
した。
（４）経営改善普及事業の実績 ※（ ）は平成２０年度実績
〔相談件数〕 【単位：件】
団 体 名 商工会議所 商工会・連合会 計
巡 回 相 談 7,760 (6,866) 30,283 (31,502) 38,043 (38,368)
窓 口 相 談 14,570 (12,489) 23,533 (25,847) 38,103 (38,336)

(57,349) 76,146 (76,704)

〔相談内容〕 【単位：件】

計 22,330 (19,355) 53,816

内容 経営一般 税務 金融 労働 経営革新 創業 その他

件数
27,286 8,665 13,691
(24,604) (9,829) (12,675)

8,038 2,895 1,189 14,382
(8,622) (2,900) (1,128) (16,946)

≪参考≫交付対象職員配置状況（H22.3.31現在） 【単位：人】
団体名（箇所数） 商工会議所（4） 商工会（19） 連合会 計

162

エ 課 題
県内企業にとって厳しい経営環境が続く中、多様化・高度化する支援ニーズに対応し、県内
産業の高付加価値化を図るために、経営支援専門員等の資質向上や、他機関との連携支援
体制の更なる強化が必要である。

交付対象職員数 35 111 16

交付先
鳥取商工会議所 65,248 千円
倉吉商工会議所 39,204 千円
米子商工会議所 55,497 千円
境港商工会議所 30,428 千円
商工会連合会 656,996 千円

合計 847,373 千円

交付金額



事業名 概 要

中小企業連携組織
支援交付金

決算額
98,330千円

（財源内訳）
一般財源
98,330千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（２）高付加価値で
打って出る産業

ア 目的及び事業の実施状況
（ア）目的
鳥取県中小企業団体中央会が行う中小企業組合等の設立・運営支援、企業連携支援
等に要する経費を助成することにより、中小企業者の組織化、中小企業団体の育成を図
る。

（イ）事業の実施状況
【中央会が行った主な事業】
①組合総点検事業
既存組合に対する一律的な支援活動を是正し、組合を組合員ニーズにマッチしたビジ
ネス支援組織へ転換させるため、組合役員・事務局・組合員と、組合の課題・解決方法
について共通認識を持った上で支援していく体制を整備した。

②共同販売集中支援モデル事業
（財）鳥取県産業振興機構と連携し、特に「鳥取県こだわり物産販売協同組合」が行う
販路開拓支援を行った。

③グループ創業バックアップ支援事業（農産物加工グループ組織化支援）
グループ創業を目指す農産加工分野など任意グループに対し、企業組合設立による
法人化やフォローアップを含め、集中的に支援した。

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点
２０年度策定した「組合活動評価基準」を基に、２１年度は、特に地区別懇談会や会員交流
会等の場を設定し、組合リーダー、組合員、事務局などの組合各層に対し、組合員ニーズに
マッチしたビジネス支援組織への転換など既存組合活性化に向けた意識啓発や共通認識づ
くりに努めた。

ウ 成果
①組合総点検事業
２０年度策定した組合活動評価基準の組合役員・事務局・組合員への普及を図り、２
２年度以降、既存組合が活動評価や活動目標などの具体的な取組を行うための下地
づくりができた。
〔会員懇談会〕 テーマ「組合の支援ニーズと中小企業施策への反映」

県内２箇所で、延べ８７社が参加
〔会員交流会〕 テーマ「組合が抱える問題と解決策」、３７社参加

②共同販売集中支援モデル事業
こだわり商品の定期的な認定、商談会・展示会の開催等により、支援対象組合の共
同販売事業の販路拡大に寄与した。

区 分 ２０年度 ２１年度 差引増減
売上高 ７０万円 １３００万円 １２３０万円増
参画企業数 ２１社 ５９社 ３８社増

厳しい経営環境下で、組合関係者による既存組合事業の検証・活性化のほか、地域資源
活用、農商工連携など新事業展開に向けた企業連携支援体制の充実強化が引き続き必要
である。

③グループ創業バックアップ支援事業（農産物加工グループ組織化支援）

平成２１年８月に「企業組合日野町農産物加工所大夢多夢
た む た む

」が設立された。

④組合等の支援事業の実績

エ 課題

設立 組合管理 経営 創業 経理 税務 金融 労働 情報化 その他 計
巡 回 11 566 701 42 42 2 15 24 28 68 1499
窓口相談 15 757 152 16 267 71 81 51 9 198 1617
計 26 1323 853 58 309 73 96 75 37 266 3116



事業名

・

・

・

経営安定支援借
換資金

(372) (10,031) 経営改善を行うための既存借入の借換及び
新規借入のための融資515 11,427

小規模事業者融
資

(237) (1,331) 零細企業に対する一般的な事業資金（運
転・設備）融資255 1,138

流動資産担保融
資

(7) (342) 企業者が有する売掛債権及び棚卸資産を
担保に活用した融資5 196

取引安定化対策
資金

(1) (6) 倒産企業に債権を有す場合又は主要先との
取引縮小に対応する融資3 54

再生支援資金
(2) (75) 再生支援協議会の支援に基づく事業再生の

ための融資4 119

チャレンジ応援資
金

(3) (70)
独自性、斬新さを持つ企業者に対する融資

3 90

新規参入資金
(220) (4,088) 新規開業、新分野進出、経営革新を行う企

業者に対する融資192 2,803

中小企業小口融
資

(850) (4,171) 零細企業に対する一般的な事業資金（運
転・設備）融資640 2,856

企業自立化支援
資金

(186) (2,625) 一般的な事業資金（運転・設備）に対応する
融資100 1,427

過去２ヶ年と比較して倍増（約２３０億円→４７１億円）、過去最高レベルの新規貸付実
績となった。

（単位：百万円）

資金名
新規融資実績

資金の概要
件数 金額

（エ）受注戻り企業等に対するニューマネー資金を創設（平成２１年１０月）
平成２０年秋以降の急激な受注悪化等により資金繰りが悪化した中小企業者の、受注
回復に伴う新たな資金ニーズに応えるため、セーフティネット保証を活用した「経営活力再
生緊急資金」を創設した。

ウ 成果
（ア）平成２１年度企業自立サポート融資の新規貸付実績

円滑化法対応： 中小企業金融円滑化法施行中においては、償還延長期間、据置き期
間の上限撤廃（平成２２年３月）

（ウ）「企業資金繰り対策特別融資」に新型インフルエンザ対応枠を追加（平成２１年７月）
新型インフルエンザの国内発生により影響を受ける県内中小企業者の資金繰り対策とし
て、「経営安定支援借換資金」及び「旧制度融資等借換特別資金」の対象者要件、特別利
率の適用要件に対応枠を新設した。

（イ）中小企業の償還負担を軽減（平成２１年７月、平成２２年３月）
平成２０年秋以降の世界的な金融危機による急激かつ大幅な受注減に加え、平成２１年
１２月の中小企業金融円滑化法の施行に伴い、中小企業者の資金繰りを緩和するため、
貸付条件変更措置を拡充した。

金融危機対応： 償還延長期間を２年間延長（運転３年→５年、設備５年→７年） など
（平成２１年７月）

概 要

企業自立サポート
事業（制度金融費）

決算額
5,751,219千円

(財源内訳)
（預託額）
5,513,796千円
（利子補給額）
237,423千円

信用保証料負担軽
減補助金

決算額
166,120千円

（財源内訳）
一般会計
166,120千円

ア 目的及び事業の実施状況
（ア）目的
自立型経済への転換に向け、高度な技術力や斬新なアイデア等を有する中小企業者等
のサポート及び信用補完が必要な中小企業者等へのセーフティネット機能を果たすため、
県内中小企業者等の事業の活性化及び経営の安定等に要する資金の円滑な調達を支援
する。

（イ）事業の実施状況
県内の中小企業者が金融機関から融資を受ける際に、県が金融機関の融資財源の一
部を預託又は借入利息の一部を補助することにより長期・低利の借入を実現し、併せて信
用保証協会の保証を受ける際の信用保証料の軽減措置を実施し、中小企業者の費用負
担の軽減を図っている。
○利子補助率：0.32％～1.12％ ○預託割合：1/4.1～1/1.7 ○保証料補助率：0.05％～
0.97％

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点
（ア）「企業資金繰り対策特別融資」の継続（平成２１年４月）
小規模零細企業者を中心に、県内中小企業者の資金繰り緩和を目的に平成２０年１０月
に創設した「企業資金繰り対策特別融資」の取扱い期間を平成２１年度末まで延長した。
※資金繰り対策特別資金は、中小企業小口融資、小規模事業者融資、経営安定支援借
換資金、旧制度融資等借換特別資金及び４資金に係る「特別利率」を言う。なお借換2資
金の取扱い期間の延長は、平成２１年２月（２１年１月臨時議会）措置済み。



（続き）
企業自立サポート
事業（制度金融資）

※

・
・

・
国内景気は回復の兆しがあるものの、欧州を中心とした海外景気の下振れ懸念、デフレ
などの景気下押しリスクがあること、県内中小企業の受注回復が遅れていることから、「企
業資金繰り対策特別融資」等の各種金融支援策の継続や、企業ニーズに対応した制度改
正等の検討・実施が必要である。

保証金額 166,120,155円

エ 課題
経済環境の実情・変化等を考慮した制度運営

新規融資実績上段（ ）は平成２０年度実績。経営安定支援借換資金平成２０年度実
績には、経営改善対策特別資金を含む。

（イ）信用保証料負担軽減補助金の実績
保証件数 6,464件

計
(1,883) (22,926)
3,549 47,133

経営活力再生緊
急資金

(-) (-) セーフティネット保証を活用した経営悪化時
の新資金ニーズに対応する融資1,804 26,284

旧制度融資等借
換特別資金

(5) (187) 経営改善を行うための保証なしの既存借入
の借換及び新規借入のための融資28 739



エ 課 題
・貨物及び旅客の確保と定着のためには、定期運航の継続による航路の信頼性向上が重
要であり、引き続き、就航奨励事業による初動支援は必要である。しかし、自立した航路経
営に向け、運航会社を中心としたポートセールス体制の充実とともに、多様な旅行商品の企
画造成など、民間による自主的な取組を促していくことが求められる。

環日本海圏航路就航奨
励事業

決算額
43,800千円
(財源内訳)
一般会計
43,800千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（１）人、物、情報の大交
流新時代

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果

（ア）目的
環日本海定期貨客船航路の就航にあたり、安定的かつ継続的な運航に資することを目的と
する。

（イ）事業の実施状況
就航初動時期における運航経費の一部について助成を行った。
交付先：環日本海経済活動促進協議会
交付額：４３，８００，０００円
補助率：６／１０

新規事業のため、特になし

・境港－東海－ウラジオストク間に定期貨客船が正式就航（平成２１年６月２９日東海港出
港、３０日境港入港、７月１日境港出港）し、その後、定時運航が継続されている。
・Ｈ２１年度の運航実績
総運航回数１１２往復（うち、境港～東海間は７３往復）

エ 課 題

ア 目的及び事業の実施状況

○環日本海圏航路利用促進懇談会の開催
・境港の概況説明、DBS社の航路説明、寄港地の東海・ウラジオストク並びに中国北東部の
紹介、ロシアビジネスの講演等により、環日本海圏航路の魅力を県外企業へ広くPRした。
・新航路への期待、ロシアビジネスへの関心度の高さもあって、予定を上回る参加があっ
た。特に岡山会場では事前申込を上回る参加者があった。
・参加者にとっても、境港のインフラ状況や極東ロシアの成功事例が確認でき、環日本海圏
航路の優位性が確認できた。事後のアンケートでも「境港の利用について検討してみたい」
「新しい航路について理解できた」などの声があった。
○境港視察ツアーの開催
・中国、関西地区の経済団体の傘下企業を対象とした港湾視察・ミニ商談会を実施し、境港
を広くPRした。
・参加者にとっても、「遠いと思っていた境港が意外と近く感じた」という声があるなど、境港
までの距離感がつかめ、境港利用を選択肢に加えることができた。

・航路利用促進懇談会、視察ツアーを契機に、荷物確保に結びつける個別の企業訪問な
ど、継続したポートセールスの実施が必要である。

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果

新規事業のため、特になし

事業名 概 要

ア 目的及び事業の実施状況

環日本海圏航路貨物利
用促進事業

決算額
7,935千円
(財源内訳)
一般会計
7,935千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（１）人、物、情報の大交
流新時代

（ア）目的
環日本海圏航路の就航に伴う、航路の安定化、安定的な貨物の確保を目的とする。

（イ）事業の実施状況
西日本を対象とした国内企業への営業活動（ポートセールス）として、環日本海圏航路利用
促進懇談会、境港視察ツアーを実施した。
・環日本海圏航路利用促進懇談会
岡山会場（H21.6.17) 参加者 90名
広島会場（H21.6.18) 参加者 63名
大阪会場（H21.6.22) 参加者 101名
高松会場（H21.10.13) 参加者 40名
岡山会場（第2回）（H21.10.30) 参加者 38名（ロシア決済に関すること）
・境港視察ツアー
津山商工会議所の会員企業（H21.6.25 ) 参加者数 40名
大阪商工会議所貿易部会の会員企業（H21.10.15) 参加者数 46名
京都工業会の会員企業（H21.10.23) 参加者数 18名



（ア）境港対岸ビジネス創出支援補助金
・貿易等相談業務が４３件、翻訳＆通訳が２１２件、連絡調整が４７件あった。
・ロシア等との取引に足がかりのない企業にとって相談可能な体制が整備された。
・サポートセンターのサポート実施により割り箸輸入などの取引が開始された。
・在日ロシア連邦大使館、通商代表部等との関係強化が図られた。
・ロシア地方行政団などロシア地方自治体、省庁等との関係強化が図られた。
・ロシアの旅行会社の日本法人誘致が行われた。

（イ）境港輸出入拠点化支援補助金
①ハード事業（交付額２０，０００，０００円）

②ソフト事業（交付額２，０００，０００円）

・ロシアでの果実等の高いニーズがある一方で、適当なロシア側輸入者の確保、輸出後の
現地での物流・手続等の一貫して管理できる物流システムの構築が課題である。

・ロシア展開にビジョンを持って積極的に取り組む企業が限られており、今後ロシア展開に
関心を有する企業の裾野拡大が課題である。

・ハード事業に関しては、制作したコンテナを定期貨客船にて定期的に輸送するスキームを
早期に確立することが必要である。

ウ 成果

新規事業のため、特になし

・地域の産品を小ロットで輸出可能なミニ冷凍コンテナ５基の制作について助成した。

エ 課 題

※ロシア向け輸出可能なリーファーコンテナの不足、ロシアでの無電源地放置による商品劣
化、極寒地域における品質管理等の諸問題解決に寄与。
※極東地域の市場規模、取引開始初期の小ロット輸出に対応可能なサイズで制作。
※リースを含め、地域の企業が利用可能。

・貨客船を利用して地域の農産物を輸出、県産品の知名度向上を図っていくための調査及
びトライアル輸出に関する取組への助成した。

・ウラジオストク（９月）への試験輸出、市場調査を実施した。

ア 目的及び事業の実施状況

境港輸出入拠点化支援
事業

決算額
27,773千円
(財源内訳)
一般会計
27,773千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（１）人、物、情報の大交
流新時代

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

（ア）目的
境港周辺地域の対岸ビジネス活性化、境港の定期航路を活用した新たな輸送貨物の創
出、輸出入拠点機能強化等により、海外との取引ノウハウが少ない境港周辺地域での企業
の海外展開を支援する体制づくりを目的とする。

（イ）事業の実施状況
①境港対岸ビジネス創出支援補助金
・ビジネス展開相談、海外との連絡調整、情報収集等ビジネス創出初期の支援が可能なロ
シアビジネスサポートセンターを境港に設置・運営する経費について助成した。
交付先：環日本海経済活動促進協議会
交付額：４，７７４，３２４円
補助率：９／１０
②境港輸出入拠点化支援補助金
・境港の輸出入拠点化に資する企業の取組に対して費用の一部を助成した。
（ハード事業、ソフト事業各１件）
交付先：上田コールド（株）
交付額：２２，０００，０００円
補助率：２／３

事業名 概 要

nagaeyoshirou
四角形



・ロシアへの訪問団の事前準備、調整業務が円滑化した。
・ビジネス相談が６０件、観光相談が２５件、交流相談が１１件あった。

・ロシア関係の調整事項、訪露機会の増加、ロシア側企業等からTTCに寄せられる案件の
増加等により、急速に業務量が増加しており、これからのオファーに対する適切な対応が課
題である。
・ロシア人現地スタッフのみでは、十分に業務が進まないことから、現地での業務内容、進
捗管理等を日々管理し、業務を統括する機能が必要である。

・これまで得られなかった現地ロシア側企業のニーズやオファー情報が増加した。

・市内中心部の適地への事務所設置により、多数の来場者が観光パンフレットを持ち帰るな
ど観光面でも高い効果が出ている。

・鳥取県の現地窓口がある事から、行政府を含めた公的機関からの相談、提案、連絡等も
増加した。

・現地メディアとの密接な連携等により、定期的な鳥取に関する広報協力が得られており、
ウラジオストクでの鳥取県、貨客船航路に関する認知度が急速に向上した。

エ 課 題

ア 目的及び事業の実施状況
ウラジオストクビジネスサ
ポートセンター設置事業

決算額
9,635千円
(財源内訳)
国庫支出金
9,000千円

○将来ビジョン
Ⅰひらく
（１）人、物、情報の大交
流新時代 イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果

（ア）目的
ロシア側企業等への窓口、人脈形成、事業展開サポートを行うウラジオストクビジネスサ
ポートセンターを設置し、日露間のビジネスマッチングを加速させ、商材取引を現実化するこ
とを目的とする。

（イ）事業の実施状況
・現地情報把握、許認可取得支援、ロシア側人脈形成、現地窓口、現地での調整業務等を
行うウラジオストクビジネスサポートセンター「TOTTORI Ｔｒａｄｅ Ｃｅｎｔｅｒ」（ＴＴＣ）を設置・運
営する経費について助成した。
交付先：環日本海経済活動促進協議会
交付額：８，０００，０００円
補助率：１０／１０

新規事業のため、特になし

事業名 概 要



７ 決 算 調 書
（総括表）
一般会計

（単位：円）

継 続費及び予 備 費
繰越事業費支 出 及 び
繰 越 額流 用 増 減 Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ

237,920,377

0 5,000,000 304,633,24329,372,420 9,215,413,420 8,905,780,177

5,000,000一 般 県 費 充 当 1,667,229,000 △ 88,699,000 0 29,372,420 1,607,902,420 1,364,982,043

0 1,503,000 1,610,134

0 7,607,511,000 7,540,798,134

0 45,000

0 △ 107,134

122,016,000 121,971,000

0 00 0 72,320,000 72,320,000

70,153,000

0 5,499,618,000 5,513,796,000 0 △ 14,178,000

雑 入 1,503,000 0

0

ハイテク設備貸与資
金 元 利 収 入

122,016,000 0 0 0

0

1,200,000

中小企業会計繰入金 386,795,000 0 386,795,000 316,642,000 00

0

0

合 計 11,818,664,000 △ 2,632,623,000

0

地域総合整備資金貸
付 金 元 利 収 入

72,320,000 0

企業自立サポート貸
付 金 元 利 収 入

8,060,142,000 △ 2,560,524,000

合 計 11,818,664,000 △ 2,632,623,000 0 29,372,420 9,215,413,420 8,905,780,177 8,889,269,391 16,510,786

6,052,717,687 0 0 219,829,313

0 59,916,348

金 融 対 策 費 8,900,415,000 △ 2,627,868,000 0 0 6,272,547,000 6,052,717,687

商 業 振 興 費 1,222,353,000 △ 2,013,000 0 0 1,220,340,000 1,160,423,652 1,145,104,781 15,318,871

26,631,512 511,671 0 2,229,2370 29,372,420 29,372,420 27,143,183

歳

出

一 般 管 理 費 0 0

中 小 企 業 振 興 費 21,395,000 13,000,000

区

分
科 目

予 算 現 額
支出済額

当初予算額 補正予算額
計

0 34,395,000 28,318,133

支出済額内訳
翌 年 度
繰 越 額

差引増減額
備 考

本 庁 出納機関

27,742,889 575,244 0 6,076,867

5,000,000 304,633,243

0

0 1,658,759,000 1,637,177,522

地域活性化・生活対
策 基 金 繰 入 金

57,600,000 △ 11,400,000 0 46,200,000 45,000,000

0

貿 易 振 興 費 1,674,501,000 △ 15,742,000 0 1,637,072,522 105,000 5,000,000 16,581,478

600,0000 1,050,000 450,000商 工 手 数 料 1,050,000 0 0

商工費国庫補助金 0 28,000,000 0 0 28,000,000 19,000,000 9,000,000

財 産 貸 付 収 入 9,000 0 0 0 9,000 9,000
同

上

財

源

内

訳

0 0

0

さかいみなと貿易セ
ン タ ー 元 利 収 入

1,450,000,000 0 0 0 1,450,000,000 1,450,000,000 0 0

0 66,712,866小 計 10,151,435,000 △ 2,543,924,000 0



中小企業近代化資金助成事業特別会計
（単位：円）

継 続 費 及 び予 備 費
繰 越事 業費支 出 及 び
繰 越 額流 用 増 減 Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ

0 873,732,000 664,637,980 0 209,094,020合 計 873,732,000 0 0

0 133,019,427

76,074,593

一 般 県 費 充 当 0 0 0 0 0 △ 133,019,427

0 00 873,732,000 797,657,407

0 △ 4,387,1340 0 9,000 4,396,134

207,611,403

△ 281,600

中小企業近代化貸付
金 元 利 収 入

794,042,000 0 0 0 794,042,000 586,430,597

1,286,600 00 0 0 1,005,000

0 △ 126,927,4410 65,980,000 192,907,441

0 59,3650 12,696,000 12,636,635

小 計 873,732,000 0

0

前 年 度 繰 越 金 65,980,000 0 0

県 預 金 利 子 1,005,000

0 209,094,020

同

上

財

源

内

訳

一 般 会 計 繰 入 金 12,696,000 0

雑 入 9,000 0

合 計 873,732,000 0 0 0 873,732,000 664,637,980 664,637,980 0

648,663,444 0 0 206,222,556

0 2,812,099

諸 費 854,886,000 0 0 0 854,886,000 648,663,444

貸 付 事 業 運 営 費 6,150,000 0 0 0 6,150,000 3,337,901 3,337,901 0

12,369,000 0 0 0

0 59,365

中小企業高度化資金
貸 付 事 業 費

12,369,000 0 0 0 12,369,000 12,369,000

327,000 267,635 267,635 0

歳

出

小規模企業者設備資
金 貸 付 事 業 費

327,000

本 庁
支出済額

支出済額内訳

出納機関

0 0 0

翌 年 度
繰 越 額

差引増減額
備 考

区

分
科 目

予 算 現 額

当初予算額 補正予算額
計



８ 事業別実施状況調べ
（一般会計） (単位：円)

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（一般管理費）

赴任旅費 372,420 372,420 0 0 職員の赴任旅費

緊急プロジェクト
業務遂行に伴う追
加配当

29,000,000 26,770,763 0 2,229,237
緊プロ業務遂行等による部内標準事
務費の不足に対する追加配当

目 計 29,372,420 27,143,183 0 2,229,237

(商業振興費)

（主）鳥取県版｢
経済成長戦略｣策
定事業

15,330,000 15,234,900 0 95,100 主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）建設業新分
野進出支援事業

53,210,000 31,955,836 0 21,254,164 主な事業に関する調べ記載のとおり

元気な鳥取県産業
推進プロジェクト
事業

20,000,000 11,011,729 0 8,988,271

時期を失しない事業実施のため、枠
予算を確保し、戦略的かつ機動的に
事業を実施（６件）
・定期貨客船就航初荷記念式典運営
業務委託
・ガイナーレ鳥取ホームゲーム告知
特集号制作業務 等

銀行との連携によ
る企業力アップ支
援事業

1,330,000 1,092,640 0 237,360

鳥取銀行、山陰合同銀行と共同で企
業支援のためのセミナーを実施し
た。
・新型インフルエンザ対応BCP策定セ
ミナー
・平成22年度鳥取県施策説明会 等

（主）「鳥取県経
済・雇用振興キャ
ビネット」設置事
業

2,976,000 2,120,170 0 855,830 主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）小規模事業
者等経営支援事業
(商工会議所）

190,377,000 190,377,000 0 0 主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）小規模事業
者等経営支援事業
（商工会・商工会
連合会）

657,172,000 657,167,467 0 4,533 主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）中小企業連
携組織支援事業

98,357,000 98,329,792 0 27,208 主な事業に関する調べ記載のとおり

中心市街地商業活
性化支援事業

50,000,000 41,629,000 0 8,371,000
鳥取駅前アーケード整備事業に対し
て補助を行う鳥取市に対して間接補
助を行った。

元気な商店創出事
業

2,036,000 2,036,000 0 0
地域の強みを活かした連携モデル事
業実施について、鳥取県中小企業団
体中央会へ委託

（主）まちなかビ
ジネス創出支援事
業

22,556,000 6,598,705 0 15,957,295 主な事業に関する調べ記載のとおり

とっとりビジネス
サポート事業

1,741,000 394,306 0 1,346,694
県の施策検討への助言、チャレンジ
応援資金の目利き委員としての創業
者への目利き・アドバイスを得た。

卸機能強化支援事
業

4,000,000 1,478,410 0 2,521,590
県内卸売業者等が行う機能強化・特
化、新事業展開等の取組を支援し
た。

商業振興費〔大規
模小売店舗立地審
議会費等〕

3,226,000 2,968,697 0 257,303
大規模小売店舗立地審議会等、中心
市街地活性化指導に関する経費

運輸事業振興助成
事業

98,029,000 98,029,000 0
県トラック協会の行う交通安全対策事
業、環境保全事業等に対して助成した。

目 計 1,220,340,000 1,160,423,652 0 59,916,348



(単位：円)

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（金融対策費）

金融対策費
(金融対策費事務
費)

1,502,000 1,462,784 0 39,216 金融対策に係る事務費

(信用保証料負担
軽減補助金)

177,071,000 166,120,155 0 10,950,845

鳥取県企業自立サポート融資制度に
係る信用保証料を低率に設定するた
め、鳥取県信用保証協会に対し補助
を行った。

(鳥取県ＣＬＯ信
用保証料軽減補助
金）

388,000 370,895 0 17,105

県ＣＬＯ（ローン担保証券）融資制
度に係る信用保証料を低率に設定す
るため、信用保証協会に対し補助を
行った。

（震災対策商工業
復興支援緊急対策
事業信用保証料軽
減補助金）

2,317,000 1,815,480 0 501,520

「平成12年度鳥取県西部地震対策別
資金」について、末端利息・信用保
証料０％とするため、金融機関・信
用保証協会に補助を行った。

(経営安定関連保
証強化出捐金)

11,231,000 9,256,000 0 1,975,000
経営安定関連保証が円滑に運営され
るよう信用保証協会に出捐を行っ
た。

貸金業指導事業 788,000 502,373 0 285,627

貸金業者が行う各種届出等に関し、
日本貸金業協会鳥取県支部が審査指
導を行う行政協力事務事業を日本貸
金業協会に委託(H21.4.1～H22.3.31)
した。

企業自立サポート
事業(小口無担保
保証融資)

107,384,000 56,121,000 0 51,263,000
県企業自立サポート融資制度に融資
利率を低率に設定するため、金融機
関に対し補助を行った。

(同和地区中小企
業特別融資)

829,000 515,000 0 314,000 同上

（小規模事業者融
資）

32,073,000 11,534,000 0 20,539,000 同上

(特別金融対策資
金)

230,856,000 113,550,000 0 117,306,000 同上

（新規参入資金） 64,146,000 35,000,000 0 29,146,000 同上

（流動資産担保融
資）

4,928,000 1,574,000 0 3,354,000 同上

（新規：経営活力
再生緊急資金）

17,400,000 19,129,000 0 △ 1,729,000 同上

（流用）
※補助から預託へ

△ 14,178,000 0 0 △ 14,178,000 同上

(継続分) ※預託 5,513,796,000 5,513,796,000 0 0
県企業自立サポート融資制度に融資
利率を低率に設定するため、金融機
関に対し必要な原資を貸付けた。

中小企業ハイテク
設備貸与資金

122,016,000 121,971,000 0 45,000
(財)鳥取県産業振興機構が行う中小
企業ハイテク設備貸与事業に必要な
原資を貸付けた。

目 計 6,272,547,000 6,052,717,687 0 219,829,313



(単位：円)

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（貿易振興費）
環日本海圏航路促
進事業

9,988,000 9,988,000 0 経済関係の全国紙及び地方紙への環日
本海圏航路開設についての新聞広告、
韓国をターゲットにした商談会の開催に
より、境港への航路開設・安定運行、航
路の周知・認知度向上を図った。

物流効率化推進事
業

1,700,000 490,000 1,210,000 新規貨客船航路の利用促進を図るた
め、新規貨客船航路を利用する際の国
内輸送に要する貨物トラック等の経費を
支援した。
・補助対象企業9社、申請件数22件

ロシア新規商材開
拓事業

9,204,898 8,199,910 1,004,988 ウラジオストク市内スーパーにおいて鳥
取県物産展し、鳥取県商材のロシア市場
での反応把握を行った。また、ロシア企
業家に来日してもらい、鳥取県商材のロ
シアでの取扱可能性を探った。

（主）境港輸出入拠
点化支援事業

32,000,000 27,773,404 4,226,596 「主な事業に関する調べ」に記載

（主）環日本海圏航
路就航奨励事業

46,200,000 43,800,000 2,400,000 「主な事業に関する調べ」に記載

（主）環日本海圏航
路貨物利用促進事
業

8,125,000 7,935,058 189,942 ｢主な事業に関する調べ」に記載

境港利用促進事業 16,540,000 13,367,497 3,172,503 境港の利用促進を図るため、境港貿易
振興会が実施する既設航路の積荷の拡
大、新規航路の開設に取り組む経費の
助成を行った。
また、境港の新規コンテナ利用の促進、
利用拡大、小口貨物利用者の拡大を図
るため、境港の外貿定期航路を利用する
荷主に対し、輸出入に要する経費を支援
した。
・新規利用 35社
・小口混載 8社
・利用拡大 2社

貿易支援体制整備
事業（日本貿易振
興機構負担金）

12,570,000 11,818,000 752,000 ジェトロ鳥取貿易情報センター及びジェト
ロ貿易相談デスクの運営費の一部を負
担し、県内企業の海外展開支援を行っ
た。

貿易支援体制整備
事業（鳥取県産業
振興機構負担金）

25,314,000 24,581,521 732,479 貿易支援体制を強化するため、（財）鳥
取県産業振興機構の海外支援グループ
の運営経費を助成し、海外販路開拓に
取り組む県内企業の支援を行った。

㈱さかいみなと貿
易センター経営安
定化事業

1,000,948,000 1,000,824,658 123,342 経営基盤の安定を図るために、単年度
無利子貸付を行うと共に、借換に伴う諸
経費の補填を行った。
・貸付額：10億円（H8～H22)
・利息等の補填：825千円

㈱さかいみなと貿
易センター震災復
旧支援事業

450,000,000 450,000,000 0 鳥取県西部地震により受けた被害の復
旧のため、無利子貸付を行った。
・貸付額：4.5億円（H13～H22）

環日本海経済交流
推進事業

5,165,000 5,098,263 66,737 県内企業の吉林省でのビジネスチャンス
を創出するとともに、現地企業との交流
を促進するため、吉林省での第５回中国
吉林・北東アジア投資貿易博覧会に参
加した。
・出展企業 7社（H21.9.1～6）



(単位：円)

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

県内企業海外チャ
レンジ支援事業

14,774,000 14,161,380 612,620 （財）鳥取県産業振興機構が実施する海
外市場調査事業、海外商談会等開催事
業、県内企業海外チャレンジ支援事業に
係る実施経費の助成を行った。
・海外市場調査 4地域
・商談会（台湾・台北、中国・上海）
・海外チャレンジ支援事業補助 14企業

北東アジア地域国
際交流・協力地方
政府サミット関連事
業

4,057,000 3,317,311 739,689 環日本海諸国自治体で開催している「北
東アジア地域国際交流・協力地方政府
サミット」の経済分野の関連事業への県
内企業の派遣を行った。

北東アジア貿易・
観光情報センター
（仮称）運営事業

5,000,000 0 5,000,000 0 北東アジア地域の貿易、観光に関する
情報を集約し、情報を効果的に活用する
仕組みを構築するため、県に情報を発信
するためのホームページ「貿易・観光情
報センター」（仮称）を開設することとした
が、関係地域との日程調整等が難航し、
次年度繰越とした。

（主）ウラジオストク
ビジネスサポートセ
ンター（仮称）設置
事業

10,635,102 9,635,102 1,000,000 ｢主な事業に関する調べ」に記載

ロシア商材情報発
信推進事業

6,538,000 6,187,418 350,582 日露２カ国向け専門WEBサイトを開設
し、双方の企業情報、輸出入可能商材等
具体的な情報収集及び相互のビジネス
マッチングの確立を図った。

目 計 1,658,759,000 1,637,177,522 5,000,000 16,581,478

(中小企業振興費)

地域間格差是正の
ための産業再配置
促進事業

3,450,000 823,706 0 2,626,294

産業活性化の県経済成長戦略の策定
に合わせたフォーラムを開催し、成
長分野（環境・エネルギー分野等）
への理解を深め、戦略推進に向けた
意識醸成を図った。

中小企業支援強化
対策事業

5,249,000 4,857,792 0 391,208
データベース等により、中小企業に
係る企業情報の収集を行った。

鳥取県次世代電気
自動車共同研究事
業

13,000,000 10,000,000 0 3,000,000

株)SIM-Driveが行う電気自動車の共
同研究に参画するため、鳥取県次世
代電気自動車共同研究協議会（県内
11の企業・団体で組織）を創設し、
同協議会に対し、参加費用の一部を
助成。

鳥取県中小企業近
代化資金助成事業
特別会計繰出金

12,696,000 12,636,635 0 59,365

小規模企業者等設備資金貸付事業、
中小企業高度化事業に必要な財源を
中小企業近代化資金助成事業特別会
計へ繰り出した。（小規模事業に係
るものについては、必要額のみ繰
出。）

目 計 34,395,000 28,318,133 0 6,076,867

一般会計 計 9,215,413,420 8,905,780,177 5,000,000 304,633,243



（中小企業近代化資金助成事業特別会計） (単位：円)

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

小規模企業者等設
備資金貸付事業

327,000 267,635 0 59,365

小規模企業者等設備資金貸付事業に
係る貸付金の管理・回収等の事務経
費に対し、(財)鳥取県産業振興機構
へ補助を行った。（267,635円）
残額（59,365円）については、一般
会計から繰り出ししなかった。

（主）中小企業高
度化資金貸付事業

12,369,000 12,369,000 0 0 主な事業に関する調べ記載のとおり

貸付事業運営費 6,150,000 3,337,901 0 2,812,099
小規模企業者等設備導入資金及び高
度化資金の貸付等に要した経費

諸 費 854,886,000 648,663,444 0 206,222,556

高度化資金の借入金に関する中小企
業基盤整備機構への償還金及び一般
会計への繰出金、小規模企業者等設
備導入資金に関する国への償還金及
び一般会計への繰出金

特別会計 計 873,732,000 664,637,980 0 209,094,020

合 計 10,089,145,420 9,570,418,157 5,000,000 513,727,263



９ 予備費の充用調べ ・・・ 該当なし

１０ 繰越関係調べ ・・・ 該当なし

（１）継続費逓次繰越調べ ・・・ 該当なし

（２） 繰越明許費調べ

（単位：円）

既収入特定財源未収入特定財源 一般財源

貿易振興費
北東アジア貿易・観
光情報センター（仮
称）運営事業

5,000,000 5,000,000 0 5,000,000 0

日韓ロ航路活性化推進協議会の枠組み
と連動し、センター機能の構築を目指して
いたが、関係地域との日程調整等が難
航、センター設置等を議論する予定の協
議会第１回会議開催がずれ込んだため、
事業着手が遅れ、当該事業の年度内完
了が困難となったもの。

5,000,000 5,000,000 0 5,000,000 0

（３）事故繰越調べ ・・・ 該当なし

事業名科目

合 計

左の財源内訳
繰越理由翌年度繰越額金額



１１ 収入証紙取扱額調べ

（単位：円）

目 節 細節

商工手数料 貸金業者登録手数料 3 150,000 450,000
県知事登録貸金業者の新規登録及び登録の更新に係る
手数料である

3 450,000

3 450,000

－

450,000

450,000

出納機関執行分計（目）

目 計

合 計

収 入 科 目

商工手数料

計（節）

本庁執行分計（目）

備 考件数 単 価 証紙はりつけ額



1２ 収入事務処理状況調べ

（１） 分担金及び負担金 ・・・ 該当なし

（２） 使用料 ・・・ 該当なし

（３） 手数料 （単位：円）

目 節 細節

商工手数料 商工手数料 3 450,000 450,000 0 0 貸金業指導事業費

450,000

3 450,000 450,000 0 0

－ － － － －

3 450,000 450,000 0 0

3 450,000 450,000 0 0

（４） 財産収入 （単位：円）

目 節 細節

財産貸付収入 財産貸付収入 2 9,000 9,000 0 0 公有財産貸付契約

2 9,000 9,000 0 0

2 9,000 9,000 0 0

0 0 0 0 0

2 9,000 9,000 0 0

2 9,000 9,000 0 0

（５） 寄付金 ・・・ 該当なし

備 考

合 計

出納機関執行分計（目）

目計

調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等

計（節）

備 考

貸金業者登録手
数料

鳥取県手数料徴収条例

根拠法令名等収入済額 不納欠損額 収入未済額件数

本庁執行分計（目）

調定金額

件数

本庁執行分計（目）

目計

合 計

出納機関執行分計（目）



（６） 諸収入（一般会計） （単位：円）

目 節 細節

企業自立サポート
事業貸付金元利収
入

企業自立サポート
事業貸付金元利収
入

9 5,513,796,000 5,513,796,000 0 0

鳥取県企業自立サポー
ト事業基本要綱 外

地域総合整備資金
貸付金元利収入

地域総合整備資金
貸付金元利収入

4 72,320,000 72,320,000 0 0

鳥取県地域総合整備
資金貸付要綱

中小企業ハイテク
設備貸与資金貸付
金元利収入

中小企業ハイテク
設備貸与資金貸付
金元利収入

1 121,971,000 121,971,000 0 0

鳥取県中小企業ハイテ
ク設備貸与資金貸付要
綱

株式会社さかいみ
なと貿易センター貸
付金元利収入

株式会社さかいみ
なと貿易センター貸
付金元利収入

2 1,450,000,000 1,450,000,000 0 0 金銭消費貸借契約

16 7,158,087,000 7,158,087,000 0 0

－ － － －

7,158,087,000 7,158,087,000 0 0

平成２１年度分国有資産
等所在地市町村交付金
相当額（ＦＡＺ倉庫）

1 1,435,700 1,435,700 0 0 金銭消費貸借契約

小規模企業者等設備貸
与事業に係る損失補償
金の返納

2 135,000 135,000 0 0

小規模企業者等設備
貸与事業に係る損失補
償事務取扱要領

非常勤職員公金振替雇
用保険料

1 17,064 17,064 0 0

4 1,587,764 1,587,764 0 0

22,370 22,370 0 0
中部県民局(10,697)
西部県民局(11,673)

1,610,134 1,610,134 0 0

7,159,697,134 7,159,697,134 0 0

調定金額

一 般 会 計 合 計

収 入 科 目
件数

本庁執行分計（目）

出納機関執行分計（目）

目 計

雑 入 雑 入

備 考

本庁執行分計（項）

出納機関執行分計（項）

項 計 （貸付金元利収入）

収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等



（６）諸収入（中小企業近代化資金助成事業特別会計）

目 節 細節

県預金利子 県預金利子 1 1,286,600 1,286,600 0 0
小規模企業者等設備
導入資金助成法

1 1,286,600 1,286,600 0 0

－ － － －

1,286,600 1,286,600 0 0

中小企業近代化貸
付金元利収入

中小企業近代化貸
付金元利収入

68 1,196,501,980 586,430,597 0 610,071,383
小規模企業者等設備
導入資金助成法

68 1,196,501,980 586,430,597 0 610,071,383

－ － － －

1,196,501,980 586,430,597 0 610,071,383

雑 入 雑 入
中心市街地活性化推進
事業における基金運用
益未使用額返還金

1 4,396,134 4,396,134 0 0

中心市街地商業活性化推
進事業に係る高度化事業
の運用について（平成１０
年中企庁通達）

1 4,396,134 4,396,134 0 0

－ － － －

4,396,134 4,396,134 0 0

1,202,184,714 592,113,331 0 610,071,383

8,361,881,848 7,751,810,465 0 610,071,383

特 別 会 計 合 計

総 計

本庁執行分計（目）

出納機関執行分計（目）

件数

目 計

備 考

本庁執行分計（目）

出納機関執行分計（目）

収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等
収 入 科 目

調定金額

出納機関執行分計（目）

目 計

本庁執行分計（目）

目 計



１３ 税外収入未済額調べ

（単位：円）

目 節 細節
１８年度
以前

１９年度 ２０年度

（高度化資
金）

601,659,838 ▲ 612 995,000 0 600,664,226 418,381,226 20,923,000 161,360,000 580,929,597 580,929,597 0 600,664,226

倒産等による延滞
（未収内訳：
元金559,098,282、
利息41,565,944）

（小規模企業
者等設備資
金） 10,007,157 0 600,000 0 9,407,157 9,407,157 0 0 3,906,000 3,906,000 0 9,407,157

倒産等による延滞
（未収内訳：元金
9,407,157、利息0）

611,666,995 ▲ 612 1,595,000 0 610,071,383 427,788,383 20,923,000 161,360,000 584,835,597 584,835,597 0 610,071,383

（未収内訳：
元金568,505,439、
利息41,565,944）

611,666,995 ▲ 612 1,595,000 0 610,071,383 427,788,383 20,923,000 161,360,000 584,835,597 584,835,597 0 610,071,383

－ － － － － － － － － － － －

611,666,995 ▲ 612 1,595,000 0 610,071,383 427,788,383 20,923,000 161,360,000 584,835,597 584,835,597 0 610,071,383

611,666,995 ▲ 612 1,595,000 0 610,071,383 427,788,383 20,923,000 161,360,000 584,835,597 584,835,597 0 610,071,383

１４ 未収金回収促進のための取り組み状況

目 節 細節

（高度化資金） 有

（小規模企業
者等設備資
金）

無

１５ 税外収入不納欠損額調べ ・・・ 該当なし

中小企業
近代化資
金貸付金
元利収入

中小企業
近代化資
金貸付金
元利収入

債務者及び連帯保証人との電話及び訪問による
折衝、連帯保証人の抵当不動産に係る競売申立
を行った。

連帯保証人から995,000円を回収した。

連帯保証人と継続折衝を行った。 連帯保証人から600,000円を回収した。

収 入 科 目 債権管理事
務取扱要領
の作成の有
無

取り組み状況 取り組み効果

出納機関執行分計（目）

目 計

合 計

＜減額調定の経緯＞
一延滞先について、Ｈ１３に競売申立てした際に利息計算をして調定したが、Ｓ５９がうるう年であったため、利息額が誤っていることが判明。
これまで減額措置をしていなかったため、今年度減額調定したもの。

中小企業
近代化資
金貸付金
元利収入

中小企業
近代化資
金貸付金
元利収入

計（節）

本庁執行分計（目）

未 収 理 由前 年 度
以前から
の繰越額

繰越後の
減 額
調定額

繰越額の
うち収入済
額

不 納
欠損額

収 入
未済額
A

収入未済額の調定年度内訳
調定額 収入済額

収 入
未済額
Ｂ

区分

収入科目

過 年 度 分 現 年 度 分
収入未済
額 計

Ａ＋Ｂ



１６ 債務負担行為の状況調べ

（単位：円）

事業名 種別 設定年度 合 計 備考
議決 期間 限度額 の執行額 20年度までの21年度執行額 22年度以降の 計

Ａ 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ
平成10年度中小企業設備貸
与事業に関する損失補償事

損失補
償
平成10年３月 平成10年度から

平成22年度まで
382,500,000 850,000,000 0 26,158,270 0 23,920,292 50,078,562 50,078,562

平成11年度中小企業設備貸
与事業に関する損失補償事

損失補
償
平成11年３月 平成11年度から

平成23年度まで
382,500,000 850,000,000 0 3,243,569 0 25,346,803 28,590,372 28,590,372

平成14年度小規模企業者等
設備貸与事業に関する損失
補償事業

損失補
償
平成14年３月 平成14年度から

平成26年度まで 382,500,000 850,000,000 0 0 0 2,620,151 2,620,151 2,620,151

平成15年度小規模企業者等
設備貸与事業に関する損失
補償事業

損失補
償
平成15年３月 平成15年度から

平成27年度まで 382,500,000 850,000,000 0 884,715 0 13,869,554 14,754,269 14,754,269

平成16年度小規模企業者等
設備貸与事業に関する損失
補償事業

損失補
償
平成16年３月 平成16年度から

平成28年度まで 135,000,000 300,000,000 0 0 0 20,555,607 20,555,607 20,555,607

平成16年３月 平成16年度から
平成23年度まで

0 0 0

平成22年３月 平成24年度から

平成17年度小規模企業者等
設備貸与事業に関する損失
補償事業

損失補
償
平成17年３月 平成17年度から

平成29年度まで 135,000,000 300,000,000 0 0 0 17,663,535 17,663,535 17,663,535

平成17年３月 平成17年度から
平成27年度まで

0 0 0

平成22年３月 平成28年度から

平成18年度小規模企業者等
設備貸与事業に関する損失
補償事業

損失補
償
平成18年３月 平成18年度から

平成30年度まで 135,000,000 150,000,000 0 0 0 84,981,581 84,981,581 84,981,581

平成18年３月 平成18年度から
平成28年度まで

0 0 0

平成22年３月 平成29年度から

平成18年３月 平成18年度から
平成28年度まで

0 0 0

平成22年３月 平成29年度から

平成19年３月 平成19年度から
平成29年度まで

0 0 0

平成22年３月 平成30年度から

設定状況 執行(支出)状況
債務負担行為の期間当該事業の契約

額等

平成16年度再生支援資金に
関する損失補償事業

5,625,000

平成17年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

損失補
償

13,000,000

平成18年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

6,025,000

平成19年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

4,200,000

平成18年度チャレンジ応援
資金に関する損失補償事業

損失補
償

16,584,000

1,261,125 1,261,125

9,163,775 9,163,775 9,163,775

1,261,125

3,819,500 3,819,500

14,341,648 14,341,648 14,341,648

3,819,500

3,014,640 3,014,6403,014,640

75,000,000

200,000,000

100,000,000

285,000,000

70,000,000



（単位：円）

事業名 種別 設定年度 合 計 備考
議決 期間 限度額 の執行額 20年度までの21年度執行額 22年度以降の 計

Ａ 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ

設定状況 執行(支出)状況
債務負担行為の期間当該事業の契約

額等

平成19年３月 平成19年度から
平成29年度まで

0 0 0

平成22年３月 平成30年度から

平成20年３月 平成20年度から
平成30年度まで

0 0

平成22年３月 平成31年度から

平成20年３月 平成20年度から
平成30年度まで

0 0

平成22年３月 平成31年度から

平成20年度建設業新分野進
出支援事業補助

補助金 平成20年３月 平成21年度
21,600,000 15,158,165 9,296,536 5,861,629 5,861,629 15,158,165

平成21年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償
平成21年３月 平成21年度から

13,600,000 120,000,000 0 13,283,720 13,283,720 13,283,720

平成21年度チャレンジ応援
資金に関する損失補償事業

損失補
償
平成21年３月 平成21年度から

4,800,000 60,000,000 0 4,800,000 4,800,000 4,800,000

平成21年度経営活力再生緊
急資金に関する損失補償事
業

損失補
償
平成21年３月 平成21年度から

553,796,000 27,689,780,000 0 513,714,360 513,714,360 513,714,360

平成21年度建設業新分野進
出支援事業補助

補助金 平成21年３月 平成22年度

30,500,000 25,274,871 11,850,551 13,424,320 13,424,320 25,274,871

平成21年度卸機能強化支援
事業補助

補助金 平成21年３月 平成22年度から
平成23年度まで

4,000,000 3,490,860 1,478,410 2,012,450 2,012,450 3,490,860

平成21年度まちなかビジネ
ス創出支援事業補助

補助金 平成21年３月 平成22年度から
平成24年度まで

36,000,000 15,690,056 6,006,174 9,683,882 9,683,882 15,690,056

平成21年度まちなかビジネ
ス創出支援事業利子補給

利子
補給
平成21年３月 平成22年度から

平成24年度まで 21,542,000 5,128,454 228,327 4,900,127 4,900,127 5,128,454

計 2,697,345,000 33,859,522,406 ########## 30,286,554 5,861,629 811,348,990 847,497,173 876,357,171

平成19年度チャレンジ応援
資金に関する損失補償事業

損失補
償

17,073,000

平成20年度チャレンジ応援
資金に関する損失補償事業

損失補
償

6,000,000

平成20年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

8,000,000

16,765,440 16,765,440 16,765,440

6,715,280 6,715,280

5,491,200 5,491,200 5,491,200

6,715,280

220,000,000

75,000,000

750,000,000

nagaeyoshirou
タイプライタ



（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分
負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠法
令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

（貿易振興費） 25,314,000

単
県

（財）鳥取県産
業振興機構海
外支援グルー
プ運営費負担
金

（財）鳥取県
産業振興機
構

10/10 6,330,000
6,330,000
6,330,000
6,324,000
△732,479
(24,581,521)

協定書

10,250,000

単
県

日本貿易振興
機構鳥取貿易
情報センター運
営費負担金

日本貿易振
興機構

地方負担
額の
80/100 9,498,000

協定書

2,320,000

単
県

日本貿易振興
機構鳥取貿易
相談デスク運営
費負担金

日本貿易振
興機構

地方負担
額の
80/100 2,320,000

協定書

支出金額が１０万
円未満のもの 0
本庁執行分計 36,399,521
出納機関執行分計 0

目 計 36,399,521

（中小企業振興費） 707,000 定額

支出金額が１０万
円未満のもの

0

本庁執行分計 110,000
出納機関執行分計 404000

目 計 514,000

合 計 36,913,521

単
県

支出年月日

H21.4.15
H21.6.30
H21.9.9
H21.12.24
H22.5.18

H22.3.30

H22.3.26

１７ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

外

－110000
H21.7.16

青年経済団体
負担金

東部中小企
業青年中央
会



予算科目（商業振興費）
① 国 補 分・・・・該当なし
② 単 県 分

4,513,950 H21.5.13 H22.3.31 精算 H22.4.6 849,224

外 外 精算 H21.10.2 947,123

H21.5.13 精算 H22.5.7 329,010

(補助率：2/3） 外 精算 H22.4.26 572,472

2,697,829 H21.5.14 H22.3.26 H22.3.26

外 外 外

5,051,506 H21.5.27 H22.3.24 精算 H22.4.1 1,999,778

H21.5.27

(補助率：2/3）

1,999,778 H21.5.28 H22.3.17 H22.3.19

11,058,940 H21.6.22 H21.12.15 精算 H21.12.24 1,000,000

外 精算 H22.5.7 700,000

H21.6.22 精算 H22.5.7 381,470

(補助率：1/2） 外
精算 H22.3.8 200,000

3,281,470 H21.6.23 H21.12.4 H21.12.10
精算 H22.2.19 1,000,000

外 外 外
1,764,888 H21.10.19 － H22.4.13 精算 H22.5.7 1,000,000

外 外

（H21年度） H21.10.23 － H22.5.21 294,000

(補助率：9/10外） 外

1,478,410 H21.10.29 H22.3.31 H22.4.10 H22.5.21 184,410

外 外

1,286,000 H22.4.12 概算 H21.5.1 1,000,000

（H21年度） H21.4.10 概算 H22.3.1 286,000

(補助率：10/10）

1,286,000 H21.4.15 H22.3.31 H22.4.8

124,888,877 H22.5.6 概算 H21.11.2 4,516,000

H21.7.23 概算 H22.1.4 9,033,000

（H21年度） (補助率：1/9）

41,629,000 H21.10.20 H22.4.20 精算 H22.5.14 28,080,000

9,009,262 H22.1.25 H22.5.12 精算 H22.5.21 5,939,508

外

（H21年度） H22.1.14 H22.3.25 H22.3.29 H22.5.21 66,666

(補助率：2/3） 外

6,006,174 H22.1.18 H22.5.11

外 外

全
部

(株）中央ファー
ム

建設業新分野進出事
業補助金
（事業化支援型）
（平成21年度）

（株）トラスト
外５件

建設業新分野進出
事業補助金
（進出検討型）
（平成21年度） 興徳建設（有）

外５件新分野進出を判断す
るために試行的に行
う調査や視察等に対
する助成

建設業新分野進出
事業補助金
（企画開発型）
（平成21年度）

金 額
事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補 助 金 額 交付決定

年 月 日

実績報告
年 月 日

審査・現地
調査年月日

交付申請
年 月 日

完成 (完
了)年月日

検 査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

（単位：円）

補 助 金 等
の 名 称
（補助金等の創設年度）

交 付 先
間

接

補助対象事業費
実施計画承認
又は内示年月日

着工 (着
手)年月日

額の確定
年 月 日

支 出 の 状 況

備 考

商品の実用化に向け
た商品企画・開発・評
価やマーケティング戦
略策定に対する助成

展示会出展、ホーム
ページの作成、知識・
技能習得の研修会等
の参加・開催、社員の
雇用等に対する助成

中心市街地商業活性
化支援事業補助金

鳥取市
国戦略補助金の上乗
せ補助。中心市街地
活性化基本計画に基
づく、施設整備を行う
事業者に支援を行う
市への間接補助。

まちなかビジネス創
出支援事業補助金

卸機能強化支援事業
補助金

事業協同組合
鳥取卸センター
外２件

卸売業を取り巻く環境
の変化に対応するた
め、県内卸売業者等
が行う機能強化・特
化、新事業展開等の
取組を支援
商店街振興組合指導
事業費補助金

鳥取県商店街
振興組合連合
会

県内商店街の指導に
要する経費

株式会社
ＤＡＲＡＺ 外１
件

まちなかビジネス創
出プランの認定事業
がプランに基づいて
行う取組を支援

（２）補助金

支出年月日

nagaeyoshirou
四角形

nagaeyoshirou
四角形

nagaeyoshirou
四角形

nagaeyoshirou
四角形



228,327 － H22.4.30 精算 H22.5.18 169,725

外

（H21年度） H22.3.29 － H22.5.18 19,534

(補助率：10/10） 外

228,327 H22.3.30 H22.5.21 39,068

外

847,373,000 H21.6.24 H22.5.31 概算 H21.7.28 19,326,299 鳥取

外 H21.8.18 13,570,299 鳥取

H21.7.13 H21.11.13 20,123,584 鳥取

（H18年度） (補助率：10/10） 外 H22.2.16 12,227,818 鳥取

847,373,000 H21.7.22 H22.4.9 H22.5.19 H21.8.11 18,163,480 倉吉

外 外 外 H21.11.13 11,369,060 倉吉

H22.2.16 9,671,460 倉吉

H21.7.24 16,652,559 米子

H21.8.18 11,340,844 米子

H21.11.13 16,466,753 米子

H22.2.16 11,036,844 米子

H21.7.28 8,748,288 境港

H21.8.18 5,793,517 境港

H21.11.13 9,754,926 境港

H22.2.16 6,131,269 境港

H21.7.17 181,954,362 商工連

H21.8.18 144,049,925 商工連

H21.11.13 186,941,788 商工連

H22.2.16 144,049,925 商工連

98,128,000 － H22.5.28 概算 H21.6.30 29,860,487

（H19年度） H21.5.11 － H21.8.3 19,199,339

(補助率：10/10）

98,128,000 H21.6.17 H22.4.14 H22.5.20 H21.11.9 29,860,487

H22.2.16 19,207,687

98,029,000 H22.4.23 概算 H21.6.25 18,381,000

概算 H21.9.18 18,380,000

（ S51年度） (補助率：10/10） H21.5.15 概算 H21.12.17 18,381,000

98,029,000 概算 H22.3.10 42,887,000

H21.6.2 H22.4.8 H22.4.20

本庁執行分計 1,102,136,988

出納機関執行分計 5,805,739

単 県 分 計 1,107,942,727

補 助 率 及 び
補 助 金 額 交付決定

年 月 日

実績報告
年 月 日

審査・現地
調査年月日

支 出 の 状 況

備 考交付申請
年 月 日

完成 (完
了)年月日

検 査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金 額

補助対象事業費
実施計画承認
又は内示年月日

着工 (着
手)年月日

額の確定
年 月 日

まちなかビジネス創
出利子助成補助金

株式会社
ＤＡＲＡＺ 外２
件

まちなかビジネス創
出プランの認定事業
者及びその支援を受
ける創業者が、プラン
に基づく事業実施の
ため借り入れた債務
の利子負担軽減

補 助 金 等
の 名 称
（補助金等の創設年度）

交 付 先
間

接
事 業 の 内 容

県内の貨物運送事業者
の輸送力の確保、輸送
サービスの改善、安全
運転の確保等を促進し、
公共の利便の増進に寄
与する。

鳥取県小規模事業者
等経営支援交付金

鳥取県商工会
連合会、各商工
会議所

県内経済を下支え
し、雇用の受け皿で
ある小規模事業者の
経営改善や自立化を
支援するため、商工
会議所及び商工会
（商工会連合会）が行
う経営改善普及事業
に要する経費を助成

鳥取県中小企業連携
組織支援交付金

鳥取県中小企
業団体中央会

協同組合等の中小企
業連携組織を専門的
に支援する中小企業
団体中央会の活動に
要する経費を助成

鳥取県運輸事業振興
助成補助金

（社）鳥取県ト
ラック協会

nagaeyoshirou
四角形



予算科目（金融対策費）
① 国 補 分・・・・該当なし
② 単 県 分

166,120,155 H21.5.20 H22.5.12 概算 H21.6.26 150,605,000

（H8年度） (H21.6.4) 概算 H21.10.2 25,173,000

(補助率：10/10） H22.3.5

166,120,155 (H21.6.17) H22.4.12 H22.4.27 返納 H22.5.20 -9,657,845

H22.3.31

1,815,480 H21.5.20 H22.5.12 概算 H21.6.26 1,854,000

(補助率：10/10） H21.6.4 返納 H22.5.20 -38,520

1,815,480 H22.3.12

（H12年度） (H21.6.16) H22.4.12 H22.5.7

H22.3.31

370,895 H21.5.20 H22.5.12 概算 H21.6.26 310,000

（H16年度） H21.6.4 精算 H22.5.21 60,895

(補助率：10/10）

370,895 H21.6.16 H22.4.12 H22.4.30

237,423,000 H21.12.15 精算 H21.12.22 105,295,000

外

（H18年度） H21.11.26 精算 H22.3.26 132,128,000

(補助率：10/10） 外

237,423,000 H21.12.15 H21.11.26 H21.12.10

外 外 外

本庁執行分計 405,729,530

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 405,729,530

実績報告
年 月 日

交付申請
年 月 日

完成 (完
了)年月日

震災対策商工業復興
支援緊急対策事業信
用保証料軽減補助金

鳥取県信用保
証協会平成１２年度鳥取県

西部地震対策特別資
金で定める信用保証
料と基準保証料の差
額を補助

信用保証料負担軽減
補助金

鳥取県信用保
証協会

ＣＬＯ信用保証料軽減
補助金

鳥取県信用保
証協会

H16年鳥取県ＣＬＯ
（ローン証券担保）融
資の定める信用保証
料と基準保証料の差
額を補助

基準保証料と県制度
融資で定める信用保
証料との差額を補助

間

接

補助対象事業費

（単位：円）

備 考

金 額

表の補足説明
１ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

H18年度新
規実行分か
ら利子補給
制度に移
行。H17年度
以前既貸付
分について
は預託方式
を継続

H18年度鳥取県企業
自立サポート事業（制
度融資）の借入に対
する利子補給

企業自立サポート事
業補助金

㈱山陰合同銀
行他9件

審査・現地
調査年月日

検 査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

額の確定
年 月 日

支 出 の 状 況補 助 金 等
の 名 称
（補助金等の創設年度）

交 付 先

事 業 の 内 容

実施計画承認
又は内示年月日

着工 (着
手)年月日

交付決定
年 月 日

支出年月日補 助 率 及 び
補 助 金 額



予算科目（貿易振興費）

① 国 補 分・・・・該当なし

② 単 県 分

33,832,198 H21.8.21 H22.5.11 概算 H21.9.25 11,000,000 新規

概算 H21.10.9 5,500,000

(補助率：2/3) H21.7.3 H22.3.31 H22.4.13 概算 H22.1.22 5,500,000

22,000,000 (22,000,000)

H21.8.20 H22.3.31 H22.4.13

20,712,473 H22.5.13 概算 H21.4.30 6,050,000 新規

概算 H21.7.17 200,000

(補助率：9/10、2/3) H21.4.9 概算 H21.12.11 300,000

19,775,242 概算 H22.5.21 △ 962,176

H21.4.15 H22.4.20 H22.5.7 (5,587,824)

H22.5.13 概算 H21.12.11 13,000,000 （追加分）

概算 H22.1.25 1,500,000

（H21.11.25) 概算 H22.5.21 △ 312,582

H22.1.13 (14,187,418)

（H21.11.27） H22.4.20 H22.5.7

H22.1.19

73,000,000 H22.5.12 概算 H21.12.3 19,800,000 新規

概算 H22.1.5 9,600,000

(補助率：6/10) H21.11.18 精算 H22.5.21 14,400,000

43,800,000 (43,800,000)

H21.11.27 H22.4.20 H22.4.30

H21.4.23 精算 H21.5.1 312,329

H21.3.16

312,329 H21.4.1 H21.4.9 H21.4.10

H22.4.20
精算 H22.4.28 512,329

H22.3.10

512,329 H22.3.15 H22.4.14 H22.4.19

10,268,000 H22.5.11 概算 H21.4.15 1,700,000

H21.4.1 概算 H21.7.22 1,500,000

H21.4.8 H22.4.20 H22.4.30 概算 H21.10.16 1,300,000

概算 H22.3.17 265,000

(4,765,000)

14,161,380 H22.5.10 概算 H21.4.20 4,945,000

（H21.3.25）
H21.12.24

概算 H21.7.22 4,943,000

（補助率:10/10）
（Ｈ21.4.1）
Ｈ22.1.7 H22.4.8 H22.4.26 概算 H21.10.7 2,444,000

14,161,380 概算 H22.1.18 2,442,000

精算 H22.5.18 △ 612,620

(14,161,380)

実績報告
年 月 日

補助率：（補助対
象経費-島根県
補助額）÷2
補助金：4,765,000

一
部

鳥取県産業振興機構が
実施する海外市場調査
事業、海外商談会開催
事業、県内企業海外
チャレンジ支援事業等に
係る実施経費の助成

（財）鳥取県産
業振興機構

県内企業海外チャレ
ンジ支援事業費補助
金
(平成20年度）

境港輸出入拠点化支
援事業費補助金
（平成21年度）

上田コールド
（株）

境港周辺地域の輸出入
拠点化に資するハード
設備整備事業、将来的
なハード設備整備を念
頭とした実施可能調査、
実験的な取組等の支援

環日本海経済
活動促進協議
会

環日本海経済
活動促進協議
会

全
部

境港対岸ビジネス創
出支援補助金
（平成21年度）

運航の初期負担の軽
減、安定かつ継続した運
航のため就航経費を支
援
株式会社さかいみな
と貿易センター利子
等補給事業費補助金
（平成14年度）

（株）さかいみな
と貿易センター

ロシア、韓国、中国等
新たな海外取引先及
び取引商材の開拓、
初期段階におけるビ
ジネスサポート等を目
的として事業に取り組
む環日本海経済活動
促進協議会の活動経
費を支援

環日本海圏航路に係
る就航経費補助金
（平成21年度

間

接

補助対象事業費

備 考

事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補 助 金 額 交付決定

年 月 日

補 助 金 等
の 名 称
（補助金等の創設年度）

交 付 先

実施計画承認
又は内示年月日

着工 (着
手)年月日

額の確定
年 月 日

（単位：円）

支 出 の 状 況

株式会社さかいみなと
貿易センターの経営安
定

境港貿易振興会補助
金（平成7年度）

境港貿易振興
会

境港の利用促進を図る
ため、既設航路の積荷
の拡大、新規航路の開
設に取組む境港貿易振
興会に助成

金 額
審査・現地
調査年月日

交付申請
年 月 日

年度初め分（補助
率:10/10）

312,329

年度末分（補助
率:10/10）

512,329

支出年月日

完成 (完
了)年月日

検 査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

nagaeyoshirou
四角形

nagaeyoshirou
四角形



5,976,000 H22.5.11 概算 H21.4.24 2,000,000

（H21.4.13）
H22.3.26 概算 H21.7.22 2,000,000

（補助率:10/10）
（H21.4.17）
H22.3.31 H22.4.20 H22.4.30 概算 H21.10.16 2,000,000

5,976,000 精算 H22.5.17 △ 24,000

(5,976,000)

390,000 H22.5.11 概算 H21.10.28 500,000 新規
（H21.9.7）
H22.3.25 精算 H22.5.17 △ 110,000

（補助率:10/10）
（H21.9.15）
H22.3.31 H22.4.20 H22.4.30 (390,000)

390,000

本庁執行分計 110,042,964

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 110,042,964

予算科目（中小企業振興費）

① 国 補 分・・・・該当なし

② 単 県 分

概算 H22.3.9 10,000,000

21,000,000 H22.3.11 H22.5.6
（平成21年度）

(補助率：2/3） H22.2.19 H22.3.31

10,000,000 H22.3.2 H22.4.19 H22.4.20

本庁執行分計 10,000,000

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 10,000,000

実績報告
年 月 日

額の確定
年 月 日

備 考
交付申請
年 月 日

完成 (完
了)年月日

検 査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金 額
交付決定
年 月 日

支 出 の 状 況補 助 金 等
の 名 称
（補助金等の創設年度）

交 付 先
間

接

補助対象事業費

事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補 助 金 額 審査・現地

調査年月日

実施計画承認
又は内示年月日

着工 (着
手)年月日

表の補足説明
１ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

表の補足説明
１ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

国内物流活性化促進
（新規貨客船航路利
用促進）事業費補助
金
（平成21年度）

境港貿易振興
会

全
部

環日本海定期科客船航
路を利用する際の国内
輸送に要する経費を支
援

境港利用促進支援事
業費補助金
（平成20年度）

境港貿易振興
会

全
部

境港の新規コンテナ利
用の促進、利用拡大、
小口貨物利用者の拡大
を図るための支援

鳥取県次世代電気自
動車共同研究事業補
助金

鳥取県次世代
電気自動車共
同研究協議会(株)SIM-Driveが行う電

気自動車の共同研究へ
参加する協議会を支援

補 助 金 等
の 名 称
（補助金等の創設年度）

交 付 先
間

接

補助対象事業費

事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補 助 金 額

（単位：円）

実施計画承認
又は内示年月日

着工 (着
手)年月日

額の確定
年 月 日

支 出 の 状 況

備 考

審査・現地
調査年月日

金 額

交付申請
年 月 日

完成 (完
了)年月日

検 査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

交付決定
年 月 日

実績報告
年 月 日

支出年月日



予算科目（小規模企業者等設備資金貸付事業費）
① 国 補 分・・・・該当なし
② 単 県 分

267,635 H22.4.19 精算

H22.4.30 267,635

H21.4.2
（H12年度） (補助率：10/10)

267,635 H21.4.14 H22.4.2 H22.4.9

本庁執行分計 267,635

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 267,635

予算科目（金融対策費）

① 国 補 分 ・・・ 該当なし

② 単 県 分

3,558,000 H21.12.15

外 精算 H21.12.22 1,817,000

（H18年度） H21.11.27

（補助率：10/10） 外 精算 H22.3.26 1,741,000

3,558,000 H21.12.15 H21.11.27 H21.12.10

外 外 外

259,000 H21.12.15

外 精算 H21.12.22 30,000

（H18年度） H21.11.27

（補助率：10/10） 外 精算 H22.3.26 92,000

259,000 H21.12.15 H21.11.27 H21.12.10

外 外 外

本庁執行分計 3,817,000

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 3,817,000

（３）交付金 ・・・ 該当なし

小規模企業者等設備
資金貸付事務補助金

（財）鳥取県産
業振興機構

小規模企業者等設備
資金の融資に関する
事務費

交付申請
年 月 日

審査・現地
調査年月日

表の補足説明
１ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

補 助 金 等
の 名 称
（補助金等の創設年度）

交 付 先
間

接

補助対象事業費

事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補 助 金 額

間

接

補助対象事業費

実施計画承認
又は内示年月日

備 考
完成 (完
了)年月日

検 査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

額の確定
年 月 日

支 出 の 状 況

（単位：円）

実施計画承認
又は内示年月日

着工 (着
手)年月日

額の確定
年 月 日

支 出 の 状 況

備 考
検 査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

交付決定
年 月 日

実績報告
年 月 日

（単位：円）

完成 (完
了)年月日

事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補 助 金 額 交付決定

年 月 日

審査・現地
調査年月日

着工 (着
手)年月日

支出
年月日

金 額

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）

補 助 金 等
の 名 称
（補助金等の創設年度）

交 付 先

企業自立サポート事
業利子補助金

㈱山陰合同銀
行他１件

H18年度鳥取県企業
自立サポート事業（制
度融資）の借入に対
する利子補給

企業自立サポート事
業利子補助金

㈱鳥取銀行他１
件

循環型社
会推進課
からの配当
替え

H18年度鳥取県企業
自立サポート事業（制
度融資）の借入に対
する利子補給

産業振興
総室からの
配当替え

交付申請
年 月 日 支出

年月日
金 額

実績報告
年 月 日

表の補足説明
１ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（ ）書きは補助金相当額である。



（４）委 託 料

予定価格
(契約年月日)
契 約 額

(契約年月日)
契 約 額

契約形態

商業振興費 (H21.6.15 )

14,538,300

(H21.12.7)

420,000

(H21.12.7)

420,000

(H21.4.28) H21.5.21 500,000

750,000

( ) H22.1.29 250,000

(H21.7.14)

495,548

( H22.4.30)

495,547

(H21.7.14)

486,150

( )
486,150

随 H21.7.23

H21.6.25
(免除)
H21.7.23

精算 H21.8.3

495,547

随 H21.7.23

500,000
H21.6.30～
H21.7.31

H21.6.25
(免除)
H21.7.23

11/14（土）の朝刊に
インサートして配布。

H21.12.7

1,500,000

随

市場開拓局へ配当
替え。

ガイナーレ鳥取ホー
ムゲーム告知特集
号制作業務

H21.11.14

H21.12.21 420,000
（株）新日本海新聞社

420,000
H21.11.1
0
（免除） 精算

H21.12.17 420,000

11/10（火）の朝刊に
掲載。

H21.12.7

H22.4.16 14,538,300

企画公募型

H22.2.25

備 考
契約期間 前払

概算
精算
の別

支 出
年月日

金 額変更契約 （ 最 終 )
履行検査
年 月 日契約期間

（単位：円）

予 算 科 目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の
相 手 方

当 初 契 約 入札等
年月日
(契約保証金
納付等年月日)

完 了
年月日

支 出 の 状 況

（株）富士通総研

14,539,000

（株）新日本海新聞社

単県
鳥取県版｢経済成長
戦略｣策定業務委託

単県
ガイナーレ鳥取ホー
ムゲーム告知特集
号制作業務委託

単県

H21.6.15～
H22.3.31

H21.6.11

精算

H22.2.25

随

420,000
H21.11.5
（免除）

精算

随

H21.11.10

単県

鳥取県東京アンテナ
ショップ「食のみやこ
鳥取プラザ」オープ
ン１年新聞広告の掲
載

単県
地域の強みを活かし
た連携モデル事業に
関する委託

鳥取県中小企業団体
中央会 会長 常田
禮孝

750,000

随 H22.4.3

H21.4.28～
H22.3.31

（免除） H22.3.31

概算

単県
定期貨客船就航初
荷記念行事 式典運
営業務委託

（有）アクティブ・プロ

単県
定期貨客船就航初
荷記念行事 音響業
務設営委託

（有）アクティブ・プロ

精算 H21.7.29

500,000
H21.6.30～
H21.7.31



予定価格
(契約年月日)
契 約 額

(契約年月日)
契 約 額

契約形態

備 考
契約期間 前払

概算
精算
の別

支 出
年月日

金 額変更契約 （ 最 終 )
履行検査
年 月 日契約期間

（単位：円）

予 算 科 目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の
相 手 方

当 初 契 約 入札等
年月日
(契約保証金
納付等年月日)

完 了
年月日

支 出 の 状 況

(H21.10.13)

1,575,000

( )

予定価格が20万円
未満のもの 3,159,550

本 庁 執 行 分 計 23,344,547

出納機関執行分計 0

目 計 23,344,547

金融対策費 （H21.4.1） H21.7.22 17,000

－ 37,000 （免除） H21.10.23 5,000

H22.1.27 12,000

H22.4.16 3,000

予定価格が20万円
未満のもの 0

本 庁 執 行 分 計 37,000

出納機関執行分計 0

目 計 37,000

1,575,000

H21.10.13～
H21.12.31

H21.10.2
(免除)

随

北東アジアプロジェ
クト松江シンポジウ
ム及び貨客船航路
の貨物観光両面で
主たる航路利用が見
込まれる島根県関係
者への周知のため、
シンポジウムの共催
紙であり、かつ、島
根県で最大の購読
部数を誇る地元新聞
社である山陰中央新
報社を委託先に選定

H22.3.31

精算

貸金業の適正な
運営及び不正融
資の防止を目的と
して設立された団
体であり、加入率
も高く、より効果的
な事業実施を行え
るため。＊単価契
約

H21.12.17

H21.11.20

精算

H21.12.9

単県
貸金業適正化指導
委託費

日本貸金業協会

H21.4.1～
H22.3.31

随

単県
北東アジアシンポジ
ウムの実施に係る特
集記事広告掲載料

（株）山陰中央新報社

2,000,000



予定価格
(契約年月日)
契 約 額

(契約年月日)
契 約 額

契約形態

備 考
契約期間 前払

概算
精算
の別

支 出
年月日

金 額変更契約 （ 最 終 )
履行検査
年 月 日契約期間

（単位：円）

予 算 科 目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の
相 手 方

当 初 契 約 入札等
年月日
(契約保証金
納付等年月日)

完 了
年月日

支 出 の 状 況

( )

予定価格が20万円
未満のもの 0

本 庁 執 行 分 計 1,698,000

出納機関執行分計 0

目 計 1,698,000

( )

予定価格が20万円
未満のもの 0

本 庁 執 行 分 計 598,500

出納機関執行分計 0

目 計 598,500

合 計 25,678,047

H22.4.19 598,500

H21.10.2

H22.3.29

H22.3.29
中小企業振興費

企画コンペを実施
し委託先を決定
予定価格・契約額
は貿易振興費分
と合算した額随 H21.9.15

H21.9.6

精算

H21.8.11
（免除）

1,698,000

2,465,000
（H21.8.28）
2,463,000

H21.8.28～
H21.9.6

貿易振興費

単県
第５回中国吉林・北
東アジア投資貿易博
覧会装飾業務委託

（株）エス・アイ・シー

H22.3.23
（免除）

随

単県
鳥取県経済成長戦
略フォーラムにかか
る「Ｅｌｉｉｃａ」輸送業務

（株）クロザキ・コーポ
レーション

700,000
（H22.3.24）
598,500

H22.3.29

精算



（４－２）委 託 料（他課から予算の配当替を受けて執行したもの）

予定価格
(契約年月日)
契 約 額

(契約年月日)
契 約 額

契約形態

( )

( )

予定価格が20万円
未満のもの 0

本 庁 執 行 分 計 1,815,000

出納機関執行分計 0

目 計 1,815,000

1,050,000

契約期間

（H21.10.7）
1,050,000

H21.10.7～
H21.10.16

完 了
年月日

備 考
履行検査
年 月 日

当 初 契 約 入札等
年月日
(契約保証金
納付等年月日)

支 出 の 状 況

契約期間
支 出
年月日

支出
区分

金 額変更契約 （ 最 終 )

予 算 科 目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の
相 手 方

企画総務費

単県

ロシア沿海地方にお
ける鳥取週間に係る
広報業務委託

CONSULTANT.RU合
同会社

現地ウラジオストク
の広報事情に精通
し、現地において各
種の広報媒体と綿密
な広報内容の調整
等が必要であり、併
せてロシア語翻訳業
務等への対応も必要
であることから競争
入札になじまず、鳥
取週間の枠組みで
農林水産部から二十
世紀梨の委託販売
業務について受託し
現地での調整作業
にあたっており、効
率的な事業実施に
適している
CONSULTANT.RU合
同会社と契約

随 H21.10.16

H21.7.24
（免除）

H21.10.16

精算 H21.10.22

1,050,000

単県
第５回中国吉林・北
東アジア投資貿易博
覧会装飾業務委託

（株）エス・アイ・シー

2,465,000
（H21.8.28）
2,463,000

H21.8.28～
H21.9.6

H21.8.11
（免除）

随 H21.9.15

企画コンペを実施
し委託先を決定
予定価格・契約額
は貿易振興費分
と合算した額

H21.9.6

精算 H21.10.2 765,000



予定価格
(契約年月日)
契 約 額

(契約年月日)
契 約 額

契約形態契約期間

完 了
年月日

備 考
履行検査
年 月 日

当 初 契 約 入札等
年月日
(契約保証金
納付等年月日)

支 出 の 状 況

契約期間
支 出
年月日

支出
区分

金 額変更契約 （ 最 終 )

予 算 科 目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の
相 手 方

( )

(H21.5.1)

(H21.5.1)
2,791,000

( )

（H21.4.1）
2,000,000

H21.4.1～
H22.3.31

（免除）
労政総務費

国補
海外展開企業調査
に係る業務委託

境港貿易振興会

境港利用促進を目
的とした企業の海外
展開の調査を行うも
のであり、貿易業
務、境港の実態に精
通している必要があ
ることから、競争入
札になじまず、境港
の利用促進、ポート
セールスを目的とし
て設立された境港貿
易振興会と契約

随 H22.4.30

H22.3.31

概算
概算
概算
概算
精算

H21.4.14
H21.7.27
H21.10.16
H22.1.15
H22.5.17

500,000
500,000
500,000
500,000
△240,226
(1,759,774)

2,000,000

（H21.4.21）
6,749,000

H21.5.1～
H22.3.31

（免除）

国補

環日本海経済交流
支援事業に係る業
務委託

（株）さかいみなと貿
易センター

海外企業との取引を
目的としたロシア語、
韓国語の通訳、翻訳
支援を行うものであ
り、貿易業務及び海
外ビジネスの実態に
精通している必要が
あり、競争入札にな
じまず、境港の利用
促進、企業の海外ビ
ジネス支援を目的に
設立され事業の実施
に適している株式会
社さかいみなと貿易
センターと契約

H21.5.1～
H22.3.31

随 H22.4.30

H22.3.31

概算
概算
概算
概算
精算

H21.5.22
H21.7.8
H21.10.16
H22.1.18
H22.5.14

841,000
650,000
650,000
650,000
△376,177
(2,414,823)

6,749,000

（H21.5.8）
3,649,000

H21.5.11～
H22.3.31

（免除）

国補

環日本海経済交流
支援事業に係る業
務委託（ロシア語支
援）

CONSULTANT.RU合
同会社

海外企業との取引を
目的としたロシア語
の通訳、翻訳支援を
行うものであり、貿易
業務及び海外ビジネ
スの実態に精通して
いる必要があり、競
争入札になじまず、
ロシアビジネスサ
ポートセンター運営
業務を受託するなど
センターとの連携に
よる効果的な支援の
実施が期待できるな
ど事業の実施に適し
ている
CONSULTANT.RU合
同会社と契約

随 H22.4.21

H22.3.31

概算
概算
概算
概算

H21.6.5
H21.7.17
H21.10.15
H22.1.22

949,000
900,000
900,000
900,000
(3,649,000)

3,649,000



予定価格
(契約年月日)
契 約 額

(契約年月日)
契 約 額

契約形態契約期間

完 了
年月日

備 考
履行検査
年 月 日

当 初 契 約 入札等
年月日
(契約保証金
納付等年月日)

支 出 の 状 況

契約期間
支 出
年月日

支出
区分

金 額変更契約 （ 最 終 )

予 算 科 目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の
相 手 方

( )

(H21.7.24) 概算 H21.9.25 2,823,002

8,469,004 （免除） 概算 H21.12.16 2,823,001

概算 H22.3.15 2,823,001

精算 H22.5.21 △ 771,835

(H21.7.24) 概算 H21.10.5 564,601

1,693,802 （免除） 概算 H21.12.11 564,601

概算 H22.3.16 564,600

精算 H22.5.17 △ 188,998

(H21.4.14) 概算 H21.6.1 3,267,135

13,068,542 （免除） 概算 H21.9.10 3,267,135

(H21.12.18) 概算 H22.1.20 2,802,611

9,336,881 精算 H22.5.18 △ 917,991
予定価格が20万円
未満のもの 0

本 庁 執 行 分 計 32,454,199

出納機関執行分計 －

目 計 32,454,199

合 計 34,269,199

（H21.9.15）
7,009,739

H21.9.15～
H22.3.31

（免除）

国補
境港ポートセールス
業務にかかる委託

（株）上組

境港利用促進を目
的に、主として企業
訪問を行うものであ
り、境港の港湾施
設、航路を熟知し、
貿易業務にも精通し
ている必要があり、
競争入札になじまな
い。境港で貨物代理
店、荷役業務を請け
負っている企業２社
のうち、意向を聞い
た結果、受託の意志
があった株式会社上
組と契約

随 H22.4.20

H22.3.31

概算
概算
概算

H21.10.20
H22.1.5
H22.3.1

3,000,000
3,000,000
1,009,739
(7,009,739)

7,009,739

単県
ＣＳＲ（企業の社会的
責任）活動普及促進
業務委託

鳥取県商工会連合会

8,469,004
H21.7.24～
H22.3.31

倉吉商工会議所

単県
県内商品共同販売
モデル支援業務委
託

鳥取県中小企業団体
中央会

企業との直接的
な接点を有する
団体(新規）

随 H22.4.22

1,693,802
H21.7.24～
H22.3.31

H22.3.31

組合等が行う共
同事業の支援・
指導の実績を持
つ県下唯一の団
体(新規）

同上 随 H22.4.22

13,068,542
H21.4.14～
H22.3.31

H22.3.31

随 H22.4.23

H22.3.31



１８ 工事請負費調べ ・・・該当なし

１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） ・・・ 該当なし

１９ 財産に関する調べ

（１）公有財産

ア 土 地

行政財産 増加

減少

計

普通財産 増加

減少

計 29,826.34 715,615,169 29,826.34 715,615,169

イ 建 物 ・・・ 該当なし

ウ 山 林 ・・・ 該当なし

エ 不動産売却 ・・・ 該当なし

オ 財産の交換 ・・・ 該当なし

カ 動 産 ・・・ 該当なし

キ 物 権 ・・・ 該当なし

ク 無体財産権 ・・・ 該当なし

715,615,16929,826.34

29,826.34 715,615,169

区 分

合 計

機関又は施設
の名称

ＦＡＺ倉庫用地

価格（円）

715,615,169

所在地

前年度末

面積（㎡）

29,826.34
境港市竹内団地
257

29,826.34

715,615,169

増減別

本年度異動状況

異動日
面積
（㎡）

価格
（円）

増減
理由

登 記
年月日

（平成２２年３月３１日現在）

備考

本年度末

面積
（㎡）

価格
（円）



ケ 有価証券

前年度末 本年度末

（数量、金額） 増 減 （数量、金額）

6,000株 6,000株

300,000,000円 300,000,000円

6,000株 6,000株

300,000,000円 300,000,000円

コ 出資による権利

前年度末 本年度末

（数量、金額） 増 減 （数量、金額）

円 円 円 円
250,000 0 0 250,000

3,847,933,000 9,256,000 0 3,857,189,000

出資金 10,000,000 0 0 10,000,000 株式会社ＳＣ鳥取

（２）金券類の受払状況

購 入 額 使 用 額

円 円 円 円
郵便切手及び
郵便はがき

0 0 0 0 政策室に引継ぎ

収入印紙 0 0 0 0 政策室に引継ぎ

収入証紙 0 0 0 0

タクシークー
ポン券

0 0 0 0

鉄道バスプリ
ペードカード

0 0 0 0

合 計 0 0 0 0

（３）基 金 ・・・該当なし

（平成２２年３月３１日現在）

備 考

3,867,439,000

種 別 前年度末
本 年 度 中

本年度末

（平成２２年３月３１日現在）

区 分
本 年 度 中

法 人 名 備 考

合 計 3,858,183,000

中小企業基盤整
備機構出捐金

鳥取県信用保
証協会出捐金

中小企業基盤整備
機構

鳥取県信用保証協
会

9,256,000 0

株券
（株）さかいみなと
貿易センター

合 計

（平成２２年３月３１日現在）

区 分
本 年 度 中

法 人 名 備 考



（４）債権

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

円 円 円 円

地域総合整備資金貸付金 2 318,020,000 0 72,320,000 2 245,700,000

一般会計 計 2 318,020,000 0 0 0 72,320,000 2 245,700,000

小規模企業者等設備資金 2 5,263,000 1 3,906,000 1 1,357,000 未収延滞債権含めず

小規模企業者等設備貸与資金 22 250,213,000 4 73,894,000 18 176,319,000

中小企業高度化資金 43 799,894,388 2 12,369,000 5 213,919,000 40 598,344,388 未収延滞債権含めず

創造的中小企業育成支援資金貸付金 2 100,000,000 1 50,000,000 1 50,000,000

中心市街地商業活性化推進資金貸付金 2 600,000,000 1 400,000,000 1 200,000,000

特別会計 計 71 1,755,370,388 2 12,369,000 12 741,719,000 61 1,026,020,388 未収延滞債権含めず

合 計 73 2,073,390,388 2 12,369,000 12 814,039,000 63 1,271,720,388 未収延滞債権含めず

（平成２２年３月３１日現在）

債 権 の 名 称
前 年 度 末

本 年 度 中
本 年 度 末

備考増 減



２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ

（１）土地及び建物

ア 土 地

第一種電気
通信事業

境港市竹内団地257

電柱2本
支線2条

管路3条

H18.3.1 H8.6.25
Ｈ１８．４．１～
Ｈ２３．３．３１

年額

7,500
7,500

岡山県岡山市中山下２－１－
９０
西日本電信電話㈱岡山支店

電力供給事業境港市竹内団地257
管路2条
管路2本

H18.3.1 H8.7.15
Ｈ１８．４．１～
Ｈ２３．３．３１

年額

1,500
1,500

米子市加茂町二丁目５１
中国電力（株）米子営業所

合計 9,000

イ 建 物 ・・・該当なし

普通財産

無料
Ｈ８．１．１～
Ｈ３７．１２．３１

無料
ＦＡＺ倉庫
用地
境港市竹内団地257 H8.1.129,826.34㎡ H8.1.1

単価
本年度の
貸付（使用）料

貸付
（使用許可）
期間

境港市竹内団地２５５－３
㈱さかいみみなと貿易セン
ター

備 考
行政・普
通財産の
区分

貸付
（使用許可）
目的

所在地
数量
又は
面積

貸付
（使用許可）
年月日

当初貸付
（使用許可）
年月日

貸付（使用）料（円） 貸付（使用許可）先

住 所
氏 名



２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ

（２）物品（１品の取得価格が１００万円以上のもの）

計

２１ 借受不動産明細調べ ・・・ 該当なし

２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況

（１）職員住宅 ・・・ 該当なし

（２）職員駐車場 ・・・ 該当なし

２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況 ・・・ 該当なし

２４ 寄附物件の受納状況調べ ・・・ 該当なし

２５ 備品の処分状況調べ ・・・ 該当なし

２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ ・・・該当なし

使用場所 貸付目的

米子市大篠津町
3795番地12

氷温技術の研究
を通じた本県産業
の発展を図るため

品名 数量 規格・銘柄 貸付期間 備 考

無料

米子市大篠津町3795番地12
社団法人氷温協会

米子市大篠津町3795番地12
社団法人氷温協会

米子市大篠津町
3795番地12

氷温技術の研究
を通じた本県産業
の発展を図るため

貸付料（円） 貸付先

H20.4.1～
H23.3.31

H20.4.1～
H23.3.31

貯蔵・熟成・解
凍・超氷温試
験庫

1
2,700×1,800×
2,800mmプレハブパ
ネル式

氷温活魚試験
機

1
1,800×(900+900)×
800mmＦＲＰ断熱パ
ネル

住 所
氏 名

無料

単価
本年度の
貸付料



２７ 貸付金等状況調べ

（１）総括表 （単位：円）

前年度末現在
貸付残高

本年度
貸付額

償還額 不納欠損額 償還免除額

(Ａ) (Ｂ) （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）
(Ａ＋Ｂ）－
（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ)

0 5,513,796,000 5,513,796,000 0 0 0

0 121,971,000 121,971,000 0 0 0

318,020,000 0 72,320,000 0 0 245,700,000

0 450,000,000 450,000,000 0 0 0

0 1,000,000,000 1,000,000,000 0 0 0

318,020,000 7,085,767,000 7,158,087,000 0 0 245,700,000

15,270,157 0 4,506,000 0 0 10,764,157
未収延滞債権
(元金)含む

1,898,628,282 12,369,000 503,554,612 0 0 1,407,442,670

未収延滞債権
(元金)含む
償還額には減
額調定額(612
円)を含む

1,198,628,282 12,369,000 53,554,612 0 0 1,157,442,670

未収延滞債権
(元金)含む
償還額には減
額調定額(612
円)を含む

100,000,000 0 50,000,000 0 0 50,000,000

600,000,000 0 400,000,000 0 0 200,000,000

250,213,000 0 73,894,000 0 0 176,319,000

2,164,111,439 12,369,000 581,954,612 0 0 1,594,525,827
未収延滞債権
(元金)含む

2,482,131,439 7,098,136,000 7,740,041,612 0 0 1,840,225,827
未収延滞債権
(元金)含む

合計

小規模企業者等設備貸与資金 （財）鳥取県産業振興機構

特別会計 計

創造的中小企業育成支援資金貸付金 （財）鳥取県産業振興機構

中心市街地商業活性化推進資金貸付金 （財）鳥取県産業振興機構

中小企業高度化資金貸付金

中小企業高度化資金貸付金 中国ガス事業協同組合 他

一般会計 計

小規模企業者等設備資金 （財）鳥取県産業振興機構

さかいみなと貿易センター震災復旧支援貸付金 （株）さかいみなと貿易センター

さかいみなと貿易センター経営安定化貸付金 （株）さかいみなと貿易センター

中小企業ハイテク設備貸与資金貸付金 （財）鳥取県産業振興機構

地域総合整備資金 （株）日新

本年度末現在
貸付残高

備 考

企業自立サポート事業（中小企業経営健全化資
金 他１３資金）

山陰合同銀行 他８行

貸付金の名称 貸付先

貸 付 額 本年度（元金のみ）

nagaeyoshirou
四角形

nagaeyoshirou
四角形



（２）償還状況

（企業自立サポート事業貸付金） （単位：円）

前年度末現在 貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ－Ｆ) (A＋B－Ｃ)

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 5,513,796,000 5,513,796,000 0 0 0

0 5,513,796,000 小計 5,513,796,000 5,513,796,000 0 0 0 0

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

合計 5,513,796,000 5,513,796,000 0 0 0

（中小企業ハイテク設備貸与資金貸付金） （単位：円）

前年度末現在 貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ－Ｆ) (A＋B－Ｃ)

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 121,971,000 121,971,000 0 0 0

0 121,971,000 小計 121,971,000 121,971,000 0 0 0 0

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

合計 121,971,000 121,971,000 0 0 0

元金

利子

区分

貸 付 額 本 年 度 本 年 度 末

備 考

利子

本 年 度 末

備 考

元金

区分

貸 付 額 本 年 度



（地域総合整備資金貸付金） （単位：円）

前年度末現在 貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ－Ｆ) (A＋B－Ｃ)

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 72,320,000 72,320,000 0 0 0

318,020,000 0 小計 72,320,000 72,320,000 0 0 0 245,700,000

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

合計 72,320,000 72,320,000 0 0 0

（さかいみなと貿易センター震災復旧支援貸付金） （単位：円）

前年度末現在 貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ－Ｆ) (A＋B－Ｃ)

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 450,000,000 450,000,000 0 0 0

小計 450,000,000 450,000,000 0 0 0

過年度分 0

現年度分 0

小計 0 0 0 0 0

合計 450,000,000 450,000,000 0 0 0

利子

備 考

元金 0 450,000,000 0

区分

貸 付 額 本 年 度 本 年 度 末

備 考

元金

利子

区分

貸 付 額 本 年 度 本 年 度 末



（さかいみなと貿易センター経営安定化貸付金） （単位：円）

前年度末現在 貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ－Ｆ) (A＋B－Ｃ)

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 1,000,000,000 1,000,000,000 0 0 0

小計 1,000,000,000 1,000,000,000 0 0 0

過年度分 0

現年度分 0

小計 0 0 0 0 0

合計 1,000,000,000 1,000,000,000 0 0 0

（小規模企業者等設備資金） （単位：円）

前年度末現在 貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ－Ｆ) (A＋B－Ｃ)

過年度分 10,007,157 600,000 0 0 9,407,157

現年度分 3,906,000 3,906,000 0 0 0

15,270,157 0 小計 13,913,157 4,506,000 0 0 9,407,157 1,357,000

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

合計 13,913,157 4,506,000 0 0 9,407,157

備 考

元金

利子

区分

貸 付 額 本 年 度 本 年 度 末

利子

元金 0 1,000,000,000 0

区分

貸 付 額 本 年 度 本 年 度 末

備 考



（中小企業高度化資金） （単位：円）

前年度末現在 貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 減額調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｃ’) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｃ’－Ｄ－Ｅ－Ｆ) (A＋B－Ｃ)

過年度分 560,093,894 612 995,000 0 0 559,098,282

現年度分 502,559,000 0 502,559,000 0 0 0

小計 1,062,652,894 612 503,554,000 0 0 559,098,282

過年度分 41,565,944 0 0 0 0 41,565,944

現年度分 4,476,597 0 4,476,597 0 0 0

小計 46,042,541 0 4,476,597 0 0 41,565,944

合計
1,108,695,435 612 508,030,597 0 0 600,664,226

（小規模企業者等設備貸与資金） （単位：円）

前年度末現在 貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ－Ｆ) (A＋B－Ｃ)

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 73,894,000 73,894,000 0 0 0

250,213,000 0 小計 73,894,000 73,894,000 0 0 0 176,319,000

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

合計 73,894,000 73,894,000 0 0 0

元金

利子

区分

貸 付 額 本 年 度 本 年 度 末

備 考

利子

備 考

元金

1,898,628,282 12,369,000 848,344,388

高度化（未収
債権含む）、
創造的、中心
市街地の合計

区分

貸 付 額 本 年 度 本 年 度 末



なし

なし

２８ 意見、要望等
（１）業務に関する要望等

（２）監査委員事務局に対する意見・要望等


